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朝鮮戦争と賃金安定政策
朝鮮戦争時代の鉄鋼•石炭争議は当時の賃金安定政策と大きな関わりをもっ
が， この両産業はそれ以前にすでに付加給付をめぐる大争議を経験しており，
タフトの記述もそこから始まるo
戦後のジョン・ルイスは漉青炭産業について「愉快でなかった」というが叫
それは以下の事情による。まずイリノイ州セントラリアの炭鉱災害(194時こ，死
者111人）があげられるが，｝レイスは，政府責任を追及してJ・クラッグ内務長
官の罷免を求めたが，逆にUMWは政府の鉱山安全運動に協力的でなかったと
やり返されている。1946年争議の法廷中止命令にたいする違反事件については，
1) Philip Taft, 0rganized・Labor in American History, New York: Harper & 
.Row, 1964, p. 631. 
ー
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UMWは下級審の罰金判決の取消しを上告して争ったが，連邦最高法廷はそれ
を減額したにすぎない。また南部の石炭業者は，なおも組合を完全に承認しな
いで不当な要求をだし、（産業規模別交渉への反対， 移動時間にたいする支払の撤廃，
監督的労働者の完全なる非組合員化など），しかも自己の立場を一方的に公表しよう
としたため， UMWとしては，業者との交渉を中断せざるをえなかった(1947年
6月）2)。
それどころかUMWは北部の石炭業者ともうまくいかなかった。 1947年 7月
UMWは史上最高ともいえる協約（拘束時間の9時間から8時間への短縮，食事休憩
時間の15分から30分への延長， 1日1ドル20セントの賃上げ，産出トン当り 10セントの厚
生基金への会社拠出など）を獲得したが，年金協定については，年金基金管理者
のE・V・ホーンが保険数理上の理由からそれを承認しようとしなかった。争
議の発生を恐れたトルーマンは，タフト・ハートレー法の緊急争議条項にもと
づいて実情調査委員会を任命し，同委員会の調査の終ったところで，すでに始ま
っていた炭鉱夫のストライキ行為にたいして同法による最初の差止命令を連邦
地方裁判所に申請し，同裁判所はストライキの中止と年金協定の履行とを労使
各側に命じた(1948年4月）。年金協定の履行については，第三者cs・ブリッジス上
院議員）を基金管理者とし，同人の実施案 (20年勤続者に62オより月額100ドルを支
給する）を承認することに｝レイスとホーンの間で妥協がなったが，それにもかか
わらず炭鉱夫は法廷のストライキ中止命令にしたがわず，そのため政府はUM
Wと）レイスを告訴した。この法廷侮辱事件を審理したゴールズボロ判事は，た
とえストライキという言葉を使用しなくとも，使用者が年金協定を破棄したと
した）レイス書簡 (1948年3月12日付）は事実上のストライキ指令であるとし，UM
2) Ibid., pp. 631 ~632. なお法廷中止命令違反の件についてはすでにふれた（小林英夫
「タフトその他と第二次大戦時および大戦後のアメリカ労働組合運動」，関西大学「経
済論集」第32巻第5号，昭和58年1月， 18~19ページ； Taft, Organized Labor, pp. 
574~575; Foster Rhea Dulles, Labor in America, New York: Thomas Y. 
Crowell Co., 1966, p. 351)。
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Wに120万ドル， Jレイスに2万ドルの罰金を科したが，同判決は控訴審によって
も支持されている3)。 なお1950年には別の法廷侮辱事件が炭鉱夫側の勝利に終
•り，これが主要漉青炭業者グループと UMWとの「最後の対決」となった丸
さて1951年 1月， Jレイスの事務所で賃上げ協定 (1日14ドル75セントから16ドル
:35セントヘ）の署名がおこなわれたが，これには北部の業者代表H・モーゼスと
南部の業者代表J.E・ムーディが名を連らねている。このことは，政府と裁
判所の介入から解放されるために応分の責任を担いたいとする「産業における
精神の変化をしめすもの」だという。そして以上の漉青炭闘争は，従来団体交
• 渉事項とはされなかった年金等の厚生問題にたいして労働組合が発言権をもち
うるという原理を確立したものであり， Jレイスは，それによって以後の労使関
係の安定をもたらすのに成功したと評価されるのである丸
1949年の鉄鋼についても事情は変らない。まずはインランド製鋼がuswの
年金・定年交渉の申入れを交渉事項でないとの理由で拒否し， USWが同社に
たいする交渉応諾命令を NLRBより確保すると，インランドは NLRBの決
定を裁判所で争った。裁判所が NLRBの決定を支持したため年金問題は交渉
事項となったが，もちろんそのことは組合の年金要求の会社受諾を意味しな
ぃ6)。 USスチールも同様に年金は交渉事項でないとして組合要求を拒否し
た。 USWが7月15日を交渉期限としてストライキを通告すると， トルーマン
は60日の冷却と実情調査を提案したが（ただしタフト・ハートレー法の緊急争議条項
によるものではない），設置される調査委員会の見解には拘束力のないことが確認
されたため，大統領の法に依拠しないかかる提案権限に異議を唱えた会社側も
態度をかえ，ここに調査委員会が発足した。同委員会の結論は，年金・保険問題
は交渉事項たりうること，また会社の年金基金拠出額および社会保険雇主負担
3) Taft, Organized, Labor, pp. 632~633 ; Dulles, op. cit., p. 361. 
4) Taft, Organized Labor, p. 633 ; Dulles, op. cit. p. 361. 
5) Taft, Organized Labor, p. fi34. 
6) Ibid., p. 634. 
?
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の増加額はそれぞれ時間当り 6セントおよび4セントとすることというもので
あった（組合の賃上げ要求は拒否される）。会社側が企業年金の従業員無拠出制等を
理由に委員会案を拒否したため交渉はいきづまり， 10月1日USWはストライ
キに突入した。だがその後ベスレヘム製鋼が無拠出制年金および拠出制保健プ
ランにかんする協定に署名した時点で前記USスチールのストライキは中止さ
れ(10月末），他の鉄鋼各社もベスレヘムに倣い，ここに鉄鋼争議は解決した0。
以上のように石炭・鉄鋼において付加給付にたいする労働組合の発言権が協
約上確立されて間もなく，労働組合界は，朝鮮戦争の発生(1950年6月25日）によ
ってふたたび緊張を強いられることになる。同年8月， CIO執行委員会は超
過利潤税，選択的価格統制，賃金調整等の施策を支持し，またAFL執行評議
会も，賃金・労働力統制には反対しながらも 6 月時点の物価凍結と所得•財産
税の引上げを唱え，さらに同年の防衛生産法(theDefense Production Act)も，
大統領に選択的ないし一般的な賃金・物価統制権限を与えた8)。 だが政府統制
が本格化するるのは1月（朝鮮戦争への中共軍の介入）以降であって，それまでは
賃金・物価の自主的抑制への期待はまだ失われていない。たとえばAFL,C. 
IOおよびそれ以外の無所属組合は，統一的な非公式の委員会を設置すること
によって労働力参加の促進等をめざそうとしていたのである凡
だが中共軍介入後の12月，大統領は国家緊急事態を宣言し，また前記非公式の
統一組合委員会も公式の統一労働政策委員会 (theUnited Labor Policy Com-
mittee, 以下 ULPCと略す）へと脱皮した。 ULPCは，もともと政府機関とは関
係がなく，動員・労働力利用にかんして政府に陳情・進言することを目的とし
たものであって，そのために賃金・物価・生産等の問題を討議する各種の小委
員会を設置している。 ULPCは積極的に大統領と会見してその要求する経済政
7) Ibid., pp. 634~635. 
8) Ibid., p. 636 ; Taft, T加 A.F. of L. from珈 Deathof Gompers to珈 Merger,.
New York: Harper & Brothers, 1959, pp. 332~333. 
9) Taft, Organized Labo~. p. 636. 
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策の大要をしめしたが，それは，価格統制，生計費•生産性上昇の範囲内の賃
上げ，時間外割増および団体交渉の維持，労働市場における統制の回避等を内．
容とするものであって，対政府協力のための労働組合側の条件を示したものと
みることができる10)。
政府にしてみれば，行政命令により 3者構成の賃金安定委員会 (theWage 
Stabilization Board, 略してWSB) を設けてこれに国家緊急時の賃金政策を立
案せしめようとしていた時であるから，大統領にしてもULPCの期待に充分に
応えることは困難であったであろう。政府の方針に不満をもった経済安定長官
アラン・バレンタインが辞任 (1951年1月）してエリック・ジョンストンが代り
に就任すると，ジョンストンの権限と責任においてWSBは，早速(~月26日）
賃金凍結決定をおこなったのである。具体的にはあらゆる労働の報酬（年金・保
険基金への雇主拠出をも含む）を暫定措置として1951年 1月25日水準に凍結し，そ
れ以前に締結された協約による賃金増加（ただし1950年1月15日時の所定内時間賃
率の10彩増の範囲内）のみを例外的に認めるというものであるが，ジョ・ンストン
長官は，このWSB決定が2者（公益・使用者）のみの合意の結果であることを
知りながら，それを実施に移したのである（労働側はWSBを脱退）11)。
10) Ibid. p. 637. なお ULPCがとくに重視した有効な賃金コントロールのための2大
原則は，①賃金安定計画のためには犠牲平等の立場から全面的な反インフレ統制が同
時的におこなわれること，R賃金安定は団体交渉の補完物であって代替物ではないこ
とであった (Taft,The A. F. of L., p. 335)。また当時の空気についてサイラス・
チングは， 日本の漕水艦やナチの飛行機による米本土攻撃の噂のあった二次大戦中で
すら統制は困難だったことを指摘し， 「業界も労働者も統制大賛成なのだ。 しかしこ
れは他人が統制されることなので， 自分自身は真っ平なのである」と巧みにのべてい
る（サイラス・チング著，稲本国雄訳「労働争議ーある調停者の記録』時事通信社，
昭和31年， i24~125ペー ジ）。
11) Taft, Organized Labor, pp. 637~638 ; Taft, The A. F. of L., pp. 336~337. な
お労働側委員がWSBより脱退した真相はつぎのようなものであった。 ULPCはかか
る事態をのぞまず， WSB採決のおこなわれる予定の2月15日の午後，採決のすくな
くとも 1日の延期を申しでた。公益委員はそれを拒否した。もし脱退を不可避と考え
ていたら， ULPCはかかる申し出をしなかったであろう。だが労働側委員の甘受でき
5 
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労働側の不満は以上にとどまらない。 ULPCは，動員計画にたいする労働
発言権の確立のために防衛動員局の最高政策スタッフとして組合代表を推薦し
たが，動員局長のウィルソンは組合代表を任命せず，労働側が動員計画は大企
業哲学の反映にすぎないと批判すると，ウィルソンは， ULPCからの推薦指
名はなかったし，また労働側の主張は局の労働諮問委員会で充分に考慮されう
ると言い逃れをする始末だった12)。そこで労働側は， 2月末 (1951年）防衛関係
機関よりすべての労働代表を一斉にひきあげてしまった。最大の批判点は，ゥ
ィルソンのいう諮問委員会ですら労働力政策は討議されていないというにあっ
た13)。
4月初 ULPCは大統領と会談し，新設の全国動員政策諮問委員会 (NABMP,
労・使・農・公の4者構成）への参加に同意したが，これを機に事態は解決に向い
だした。 4月16日NABMPは，労働側の脱退で崩壊していたWSBの再建を
大統領に勧告し，これにおうじて大統領は 5月30日にWSB委員18人を任命し
たが， その間 (4月30日）に労働側は政府委員の前記一斉引上げをとりやめて
いる。いまや労働側は， タフト・ハートレー法の適用を回避しつつ防衛生産
を安定させるためにWSBにたいし争議介入権限を与えることを要求し (NA
る採決はおこなわれなかった。労働側委員がWSBを去ったのは，諸種の事情がこの）
時期に重なりあったためで，労働側はそ・れまでの動員計画への参加に不満をもってお
り、現行の動員計画のもとでは労働者の利害は参加拒否によってもっともよく達成さ
れると結論づけられたという。そこでスティーパーは，労働のWSB脱退回避が不能
という説にも可能という説にも組せず，ただ組織労働者にはWSB引上げを後侮する
理由などなかったとのみいう (JackStieber, "Labor's Walkout from the Korean 
War Stabilization Board," in Labor History, Vol. 21, Nr. 2, Spring 1980, 
pp. 256~258, 260)。ただしこの点についてはタフトは格別語らない。 もっとも当事
者のひとりであるWSB会長サイラス・チングは，たとえ労働側の妥協案 (12彩案）
が可決されても，労働側は口実を設けてやはり脱退したと思うと述懐している（チン
グ前掲書， 129ペー ジ）。
12) Taft, Organized Labor, p. 638. 
13) Ibid., p. 639; Taft, The A. F. of L., p. 337. 
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BMPの WSB再建勧告案はそれを認めていた）．，使用者側（全国製造業者協会）は，
それは防衛生産法（前出）の立法趣旨に反するとして反対したが， WSBの設置
を法制化した1952年6月の同法修正は， WSBの争議介入権限をはっきりと否
定したのである14)。それはともあれ新WSBの賃金政策は， 1951年 1月15日以
降の生計費上昇におうじた補償的賃金増加を認め， 12月15日以降については30
％を限度とする事業所内の不均衡是正と 1彩以内の時間賃金改訂（限度額15セン
ト）を認めようとするものであって（ただし1ドル以下の時間賃金は統制外），前回
の賃金凍結策をかなり是正したものといえる15)。
以上のように賃金安定努力がおこなわれていたのであるから，朝鮮戦争時の
労働争議も，大戦時の争議と同様にその努力にインパクトを及ぽさざるをえな
ぃ。まずは鉄鋼争議がそうである。 1951年11月組合(USW)は22項目の要求（時
間当り賃上げ18セント，日曜出勤割増率10_0%,土曜割増率50%,その他）を鉄鋼各社に
提出したが，まずUSスチールがそれを拒否すると，トルーマンは早速ストライ
キ回避のために介入し (12月），組合要求をWSBに付託せしめた16)。組合はス
トライキを45日間延期することとし，その間 (1952年1月）設置された 6人委員
会の報告にもとずき， WSBは解決案を提示したが (3月），その内容は，時間
当り12.5セントの即時賃上げ，その後2回(7月と1953年1月）の時間当り2.5セ
ントの追加賃上げ，各種手当（休日・割増）の改善というもので，組合はそれを
受諾したものの会社側は批判的であった17)。再開された交渉も実らず（障害は鉄
鋼価格引上げの困難性の点にあったらしい）， 4月鉄鋼労働者60万が一斉職場放棄を
すると，大統領はただちに工場接収をおこなった。会社側は接収命令の無効を
法廷で争い，初審（連邦地裁）では敗訴したものの控訴審では勝訴し，最高裁判
所も大統領の接収権限を否定したのである (6月2日）18)。 ストライキは控訴審
14) Taft, Organized Labor, pp. 639~640; Taft, The A. F. of L., p. 338. 
15) Taft, Organized Labor, p. 640. 
16) Ibid., p. 641. 
17) Ibid., p. 641. 
18) Ibid., pp. 641~642; Dulles, op. cit., pp. 362~363. 
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判決ののち再開され（ただし最高裁審理中をのぞく），最高裁判決後(6月18日）マレ
ーはU"MWをして1000万ドルの争議融資をおこなわしめた。争議は53日間のス
トライキののち解決され， 8月2日工場再開の運びとなったが，解決内容は，
時間当り賃上げ16セント，時間当り 5.4セントの付加給付増，その他というも
のであったから，組合の賃金要求はほぼ満たされていたといえる（なお当局は鉄
鋼価格の補償的引上げを認めた）19)。
以上の鉄鋼争議の経過をみると， WSBはかならずしも争議解決に貢献した
とはいえない。 WSB批判も強まろうというものだが，泄青炭争議ではWSB
は労使協定をそのまま認めず，そのためWSBの存在そのものが事実上終焉せ
しめられることになる。 1952年9月UMWと濫青炭業者協会 (BCOA)とは， 1 
日1ドル90セントの賃上げとトン当り10セントの厚生・退職基金払込増を内容
とする協定を締結し（その結果北部漉青炭田の基本賃金日額は 18ドル25セント，企業
のトン当り基金払込額は40セント）， WSBに提出してその承認を求めたが， WS
Bの決定は， 1日1ドル50セントの賃上げ（生計贄上昇5.9%に相当する 1ドル05セ
ントおよび裁量による加算額45セントの合計）というもので， 労使協定額を40セン
ト下まわった20)。WSB決定の 2日後 (10月20日）炭鉱夫30万は職場を離脱し，
事態解決のためにWSBによる再審議がおこなわれたが（その間炭鉱夫は復職），
労使代表があくまで協定を擁護しただけでなく経済安定長官の争議解決能力に
も限度があったため，遂に大統領が介入し，「究局責任は自分にある」として
WSB決定を覆えし，労使協定を承認した。その直後WSBの会長と使用者側
委員が辞任したが，これはやむをえなかったというべきであろう 21)0 
いずれにせよWSBはその権威を否定されたわけであって， 12月には改めて
賃金統制の管理権限が経済安定長官に与えられ，それによって賃金安定委員会
WSC (WSB公益委員をこれに任命）が設けられたのであるが，翌1953年2月に
19) Taft, Organized Labor, p. 642. 
20) Ibid., p. 642. 
21) Ibid., pp. 642~643. 
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は，行政命令によって賃金統制が一時的に撤廃されることになる。賃金凍結期
間(1951年1月~1953年2月）中のWSBの活動状況についてみると，申請受理件
数は169,943件，うち賃金にかんするもの128,810件であって．，しかも賃金事件
の処理状況は承認82%,修正12%,否決6%であった。なおWSB決定の78%
は全会一致で•あったという 22)0 
ところで朝鮮戦争発生の年の暮にできた ULPC(統一労働政策委員会）は，「A
FLによるライバルの最初の公式承認」，「防衛諸機関の組織労働者承認の増大
のための成功せる運動」，＇労働統一への「第 1歩」などと評価されたが23),実
は ULPCの成功ぶりそのものがAFLの不満を生みだしたのである。 CIO
指導者の政府iこたいする影響力の増大がその不満の直接の原因であって，それ
以外にAFLおよびCIOの指導者間の多年の競合・対立があり， ULPCは
逆に労働統一の障害ともされる始未で，遂にAFLは， ULPCはその本来の
設置目的（緊急事態への対処）を果したとしてそれより脱退してしまった (1951年
8月）24)。 CIOはそれを遺憾とし，今後とも労働統一を求めつづけると声明
したが，その努力はやがて報われることになる。
22) Ibid., p. 643. なおスタインによれば， WSBシステムの欠陥として，その分権的性格
がある。地方レベルの委員会は申請に同情的であり，地方で賃上げが認められると，
それを上級レベルで覆えすことは事実上不可能であった。逆に下級レベルで修正ない
し否決されたものが上級レベルで承認されることすらあった。全国賃金政策がこのよ
うな賃上げ承認メカニズムをつうじた結果，一部の基幹産業賃金以外は事実上団体交
渉もしくは市場による決定であった。もしこれが政府の意図なら，下級レベル（地方）
の委員会はそれによく合致していたことになる (BrunoStein, "Wage StabUization 
in the Korean War Period: The Role of the Subsidiary Wage Boards," in 
.Labor History, Vol. 4, Nr. 2, Spring 1963,. p. 177)。とすれば瀧青炭産業について
のWSB決定を覆えした大統領の行動は，その桓致というべきか。
23) Taft, Organized Labor, p. 644. 
24) Ibid., p. 644; Taft, The A. F. of L., pp. 339~340. ，?
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2 AFLとCIOとの統一
いまから回顧すれば， AFLとCIOとは分裂当初より統一へ運命づけられ
ていたといえなくもない。両組織とも機構上は大差なく (1939年のCIO加盟2!}-
組合のうち10組合は職種別組合）， またその運営原理も傘下組合のオートノミー尊
重の点で共通していた。ただCIO系組合にたいするルイスとマレーの影響力
の強さが目立つが，それはCIO会長職の公式権限の故ではなく， 両人（とく
にマレーの交渉上の経験と能力）にたいする大なる信頼の故であったとタフトは解：
する。 CIOによる共産系組合の追放も，傘下組合オー-トノミーの否定という
よりは，ユニオニズムに反する政治方針を固執しようとして一部組合がオート
ノミーを主張しすぎた結果とみることができる。いずれにせよAFLとCIO
とは，統一の不可能な異質の存在ではなかった25)。
したがって不成功に終った1937年のAFLとCIOの和解交渉は，統一への
運命劇の第 1幕といえる。だがその後のCIOの生存能力が明白となると， A
FLの排他的管轄権原則の固執 (AFLによるCIO吸収を求める）は，統一をい
っそう困難ならしめる。統一にともなうボスト争いやCIO幹部（ただしルイス
とマレーを除く）にたいするAFLの嫌悪・不信もまた無視できない26)。こうした
状況のなかで，統一問題は政治と絡みあうにいたる。 1939年 2月の大統領書簡
(AFL・CI 0両会長に「名誉ある和解」を訴えた）はまさにそれであって， それ
におうじてワシントンでAFL・CIO代表者会談 (3月・4月）が開かれてい
る。ただしルイスには「真面目に交渉する気がなかった」らしい。かれは，ゎ
ざと無理な条件（鉄道友愛諸組合をふくめた統一，統一組織の会長の鉄道関係組合より
の選出）を提示して交渉をひきのばし，交渉再開を求められると，先約がある
25) Taft, Organized Labor, pp. 645~646. なおこの点についてはすでにふれた（小林
英夫「タフトその他とニュー・ディール時代のアメリカ労働組合運動」，関西大学『経
済論集」第32巻第4号，昭和57年11月， 100ページ，註128)。
26) Ibid., p. 646. 
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などと称してそれに応じようとしなかった27)。ルーズベルト自身は，来るべき
大統領選挙のために労働界の統一的支持が必要であり，そのため同年 (1939年）
のAFLおよびCIO両大会に赴いて統一を訴え28), またグリーンおよび｝レイ
スとも個別の会談を重ねたが，｝レイスの態度は常に素っ気なく，これに怒った
AFLは統一未実現の責はルイスにあるとし，その旨の声明の発表をルーズベ
ルトに求めたほどである2.9)。
1942年 1月，ルイスは対AFL交渉委員会の長の資格でと称してグリーンと
マレー (1940年CI.O会長就任）に書簡を送り，労働統一を訴えた。事前に相談を
うけていなかったマレーがこれに怒ったのは当然だが30), かかる）レイスの行動．
27) Ibid., p. 647; Taft, T. 加 A.F. of L., pp. 473~474. この3月および4月の会談の
物別れのため，次の統ー会談まで3年を要することになる。もちろんルイスは，物別
れの原因はAFL側にあるとしたが， ヒルマン (CI0)もミーニー (AFL)もル
イスに責任があるとした。ルイスは，統一委員会報告書をマレーより見せられて，そ
れを破ったという．。だがCIO内において統一への熱意を欠いていたのは，実はルイ
スだけではなかったのだ (ArthurJ. Goldberg, AFL-CIO: Labor United, New 
York: McGraw-Hill, 1956, pp. 51~57, 松井七郎・古米淑郎訳『労働運動の統一と
分裂<AFL-CIOの成立＞』好学社，昭40年， 60~61ページ）。なおルイスが1937年
和解交渉の際にも非協力的だったことについてほ，すでにふれた（小林前掲論文，昭
和57年11月， 82~83ペー ジ）。
28) Taft, Organized Labor, p. 647; Taft, The A. F. of L., p. 474. この年の2月の
書簡をも含めて統一を訴えたルーズベルトの動機が政治的なものであったことは，論
者に共通しているが， とくにダレスは，コムニストが例の統一戦線の立場からルーズ
ベルトとニュー・ディールを支持したことにより労働界に混乱をもたらしたが，労働
者の全体的支持を必要としたルーズベルトは，コムニストの支持を拒否するよりも，
コムニストを封じ込めうる労働統一に関心をもったのだという (Dulles,op. cit.'. p. 
318)。セイドマンも， ルーズベルトの意図が 1940年選挙目当てだったといいながら
も，断定をさけ，組合競合iこよる争議をなくそうとの経済的なものだったかもしれな
いともいう (JoelSeidman, American Labor from Defense to J?econversion,. 
Chicago : The University of Chicago Press, 1953, p. 12)。
29) Taft Organized Labor, p. 647; Taft, T. 加 A.F. of L . , pp. 474~475. 
30) Taft, Organized Labor, p. 647; Taft, The A. F. of L., pp. 475~476, なお小林
前掲論文（昭和57月11月） 103ペー ジ。
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の動機はさほど理想主義的なものではなかった。クフトによれば， CIOの支
配権を失なった）レイスは，かつての同盟者のはずのコムニストにも裏切られ
（ヒットラー の対ソ攻撃後のコムニストの路線変更）， いまや頼りうるのは U"MWの
みであることを知り，自己の味方をAFL内に求めて労働戦線統一を唱えたと
いうのである31)。組合リーダーとしての実績を尊ぶAFL内では）レイスの評価
は高かったから，）レイスの判断は間違ったとは思えないのだが，統一問題は諸
種の思惑を呼んだため，慎重派のグリーンは3月，大統領がAFLおよびCI
0にたいして和解交渉の再開を呼びかけてくれることを求めた。そこで大統領
は，大統領の発案で発足しはじめたばかりの統一労働戦時委員会(CLWB)にそ
の役目を担わしめようとしたが，これは既存の和解交渉委員会を無視するもの
として批判を招いたため， 5月のAFL執行評議会は，対CIO交渉委員会の
構成を発表し，かつグリーンにたいしマレーとの協議を命じた。グリーンはマ
レーと会ってAFL・CIO間の協議委員会の設置を提案したが， AFL側が
統一を要求する主たる理由は二重組合主義 (duaiunionism)への強力な嫌悪に
あり，それだけにCIO側の統一への熱意は乏しかった32)。
CIO執行委員会はグリーンの提案を受けいれず，逆にAFL・CIO傘下
の全国・国際組合の会議を提案し，とくに戦時における労働発言権の増大と戦
争遂行のための統一全国労働評議会の設置を決議したが， AFL執行評議会は
この提案に尻込みし，とくにグリーンは，労働統一の交渉が労働側の戦時協力
{たとえばCLWB)を妨げることはないとして統一のための交渉再開を求めた33)。
8月マレーはAFL・CiO間になんらかの合同組織を設けて問題を解決する
:31) Taft; Organized Labor, p. 648. なおセイドマンは，ルイスの意図はもっとはっき
りとマレー の失脚とCIOの分裂とを狙ったものだという。すなわちルイスの統一提
案は，当時の国民の気分に一致しただけでなく，内部抗争には組合員もうんざりして
いたから，もし統ーが成れば，マレーの名声が落ち，ルイスが中心的存在となりうる
ことを狙ったというのである (Seidman,op. cit., pp. 86~87)。
32) T~ft, Organ_ized Labor, pp. 648~649; Taft, T. 加 A.F. of L., pp. 476~477. 
33) Taft, Organized Labor, p. 649; Taft, The A. F. of L., p. 477. 
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ことを提案し， それをうけて12月のAFL・CIO合同和解交渉委員会は，
管轄問題を処理するための合同委員会の設置に同意した。その同意内容とは，
前記合同委員会が意見の一致をみないときは事件を仲裁者（第三者）に委ね，そ
の決定は拘束力ある最終的なものとするが，合同委員会が仲裁者選出について
一致しえないときは，大統領にその指名を迎ぐというのである34)。
さて以上の動きをうけ，また経済安定長官J・バーンズの要請もあり， 1943
年1月AFL執行評議会は金属産業におけるAFL・CIQ間の不可侵協定を
承認したが（ただしAFL金属労働部傘下の組合は消極的）， 4月の合同委員会の席
上AFLは， CIO側の管轄侵害が絶えないと苦情を申し立てている。だがC
IO側についてみれば，マレーは「和解交渉に明らかに無関心で」あり，大統
領にたいする自己の影響力を意識していたマレーの欲したのは， 「統一」では
なくて両連合体間の「協力」であった。このマレーの協力提案・(1944年12月）に
たいしては， AFLはこれを統一交渉再開の拒否と解し，グリーンは即日その
旨の声明を発表した。なおこの間 (1943年5月）ルイスよりUMWのAFL再加
盟申請がだされ， 2年8カ月後 (1946年1月） AFLは遂にそれを承認してい
る35)。
マレーが統一のための交渉を再開し，クフト・ハートレー法の成立阻止をA
FLおよび鉄道友愛諸組合に訴えようとしたのは， 1946年12月である。翌年5
月ワシントンでAFLおよび CIOの各側代表が会したが， その際のCIO
提案は，①反組合立法にたいする統一阻止行動，③管轄をめぐるAFL・CI
0間の協定，⑧産業別全国・国際組合の自治の承認と有効な労働政治組織の設
立，というものであった36)。対照的にAFLは，基本的には複数の連合体の併
存を否定しながらも妥協の要を認め， CIO系産業別組合のAFLへのたんな
る加盟を求めたにすぎない (AFLに再加盟したUMWの場合はその例）。 AFLに
34) Taft, Organized Labor, pp. 649~650; Taft, The A. F. of L., pp. 478~479. 
35) Taft, Organized Labor, p. 651; Taft, The A. F. of L., p. 480. 
36) _Taft, Organized Labor., -p. 650~651. 
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よる CIO系組合自治のかかる承認に批判がなかったわけではないが， AFL
は，両連合体間の協力が合同の促進よりは妨げとなることを恐れ， AFL提案
こそが合同に備えうる唯一のものであるとしたのであって，事実そのとおりに
なった37)0 
だが政治活動にかんしてはAFLの熱意は乏しく，マレーは，タフト・ハー
トレー法の打破という共通目標を掲げて 2度(1947年7月AFLにたいし，また1948
年12月AFL・ 鉄道友愛組合にたいし）にわたって協力を訴えたが， いずれも拒否
されている。 AFL側の言い分は，有機的統一こそ協力の前提だというにあっ
た（ただし国際自由労連の結成については両者の協力があった）38)。1950年 4月マレー
はまたまた統一をAFL,鉄道友愛諸組合および国際機械工組合（当時は上部に
所属せず）にたいして呼びかけ，今回は関係組織の間で協議のための委員会が設
けられたが， グリーンとマレーの個別討議では， マレーは統一交渉に UMW
,(1947年AFLを再脱退）を含ましめようとし，グリーンはそれをAFLとCIO
に限定しようとして対立した39)。けれども最終的にはAFLとCIOは，外交
・立法・政治の諸分野で協力する旨の最初の公式共同声明の発表(7月）にまで
漕ぎつけえたのであって，さらにその後AFL, CI 0および他の独立組合間
の交渉により統一労働政策委員会 (ULPC)が設置されたことについては，すで
にふれた。戦時における ULPCの存在価値は，そのまま AFLと CIOの
交渉関係に反映されているが，既述のように1951年8月AFLが ULPCを脱
.37) Taft, Organized Labor, p. 651; Taft, The A. F. of L., pp. 480~481. 
.38) Taft, Organized Labor, p. 651; Taft, The A. F. of L., pp. 481~482. なお1949
年のAFLとCIOの対立の解消を助けた2大発展として，ゴルードバーグもCIO
の批界労連脱退（国際自由労連への参加）と共産系組合の追放とをあげる (Goldberg,
op. cit., pp. 65~66, 邦訳70~71ペー ジ）。
:39) Taft, Organized Labor, p. 652; Taft, The A. F. of L., p. 482. なおマレー が，
統一交渉メンバーからルイスを省いたことを重大な誤まりとみてルイスをひき入れよ
うとしたことについては，それをマレーの「驚くべき執念」とみるか，それとも事態
のあまりにも急速な進展を恐れたためとみるか， 微妙なところであろう (Goldberg,
op. cit. p. 68, 邦訳73ペー ジ）。
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退したことにより，両者の交渉関係は中断されることになった40)。
皮肉な•ことにAFL·CIO統一の交渉を再開せしめた最大の契機は， AF
L分裂時の重要な当事者だったマレー とグリ.....ンの死である41)。1952年， 2人
は12日の違いで相次いで世を去った（マレーは11月9日，グリー ンは11月21日）。と
もにUMWの出身でありながら，マレーがCIO会長として産別主義の路線を
歩みつづけえたのにたいし，グリーンはAFL会長としてCIO系組合を除名
するという運命に従わねばならなかった。タフトにいわすれば，マレーは「ア
メリカ労働運動の生みだした 3~4人の傑出した指導者の 1人」であるのにた
いし，グリーンは困難な時代にAFLを守ったけれども「偉大な指導者でなか
った」という42)。その評価はともかく， 2人の死は指導者のニュー・フェイス
の登場そのものに他ならず，グリーンの後はジョージ・ミーニーが，またマレ
ーの後はウォルター・ルーサーがそれぞれAFLおよびCIOの会長におさま
った。ミーニーが「伝統主義者」43)だとすれば， Jレーサーは「社会的ユニオニ
ズムの雄弁な提唱者ながら，合衆国にかれほどの有効なビジネス・ユニオニズ
ムの実践家はいない」14)とされたが， ここにニュー・フェイスたちの特徴があ
-40)この時代のなりゆきを要約すると， AFLリーダーもCIOリーダーも，統一をやむ
にやまれぬ必要とみていなかったということに帰するという (ibid.,p. 71, 邦訳77ペ
ジー）。
-41)おなじUMW出身の2人（マレーとグリーン）が統一への障害であったとペリングも
いう (HenryPelling, American Labor, Chicago : The University of Chicago 
Press, 1960, p. 197, 大河内暁男・神代和欣共訳『アメリカ労働運動史」時事新書，
―昭37年， 238ペー ジ）。
-42) Taft, Organized且bor,pp. 653, 654. 
-43) Ibid., p. 655. ただしダレスのミーニー評はもう少し柔かで，ミーニーは常に進歩的原
則を支持し， AFLの公式の保守主義をかならずしも固執しなかったという (Dulles,
op. cit., p. 372)。・ミーニーの頑固な人物像についてはレスター・ベリーのジャーナリ
スト風の記述がよい (LesterVelie, Labor U.S.A. Today, New York: Harper 
and Row, 1964, Chapter 6)。
-44) Taft, Organized Labor, p. 658.'ルーサー評ではダレスはクフトと違わない (Dul-
les, op. cit., pp. 370~371)。なお Velie,op. cit., Chapter 9. 
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ろう45)。とくにルーサーの場合，マレーほどの指導力もなく，またルイスのよ
うなカリスマ的支配の能力もなく，• かれの「社会工学」 ("socialengineering") 
は指導者としての「ひとつの弱点」ですらあっだという46)。
AFLとCIOの統一は，このような登場人物によって演じられることにな
る。 AFLは有機的統一のため常任委員会を設け， CIOは産業別原則を損わ．
ないことを前提に統一を確認したところで， 1953年4月，長らく中断されてい
たAFL・CIO会談が再開される運びとなった。各側3名の計6名よりなる
小委員会が問題解決の道を探るために設置されたが，同委員会は，過去の NL
RB選挙の結果からAFLとCIOのいずれにとっても組織侵害は「有利なビ
ジネス」ではないという報告を発表した47)。6月にはミーニーとルーサーによ
り不可侵協定が起草発表され，その後両連合体の大会の承認を経て， 12月には
前記両名の署名が完了したが，ただし協定は 2年間(195砕紅月 1日~1955年12月
31日）の試験的なものであった。なお統一論者のジョン・ルイスがミーニーの
反対によって和解交渉への参加を認められなかった事実は，注目されてよい。
だが以上で「合同への道が開けたわけでなく」，ウィリャム・ハッチゾン（大
工組合）は反対を唱えて AFL執行評議会を追われ，また AFL系組合の多く
は不可侵協定を守ろうとしなかった。ミーニーは協定の崩壊を防ごうとし， C
45)なお2人（ミーニーとルーサー）の共通点として，ゴンパーズほどの現場経験はなく，
教育水準は高く，労働政治のキャリヤーもあり？また一般組合員との距離は近くない
点があげられる (Dulles,op. cit., p. 372)。
46) Taft, Organized Labor, .p. 656. 
47)この小委員会の調査によれば， 1951年1月1日から 1952年12月31日までの2年間に
NLRBの実施した1,246の交渉代表選挙は，まさに組織侵害と定義されうるものだが．
うち約700はCIO系申立，約550はAF-L系申立によるものであり，また投票労働者
総数366,470人のうち所属変更に支持投票したのは 62,504人（約17彩）にすぎず， ぅ
ちCiOからAFLへの変更を支持したのは約35,000人，逆にAFLからCIOへの
変更を支持したのは約27,000人であって，したがって純変化は 8,000人にすぎない。
なお前記数字は， Goldberg,op. cit., p. 76 (邦訳83ページ）によるが， Taft,T. 加
A. F. of L., p. 483およびTaft,Organized Labor, pp. 656~657の一部数字はこ
れと微妙に異なる。
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IOもまたこれに応え，ここに (1954年6月9日） AFLとCIOは，それぞれ
の加盟組合による不可侵協定の批准書を相互に交換・しあった。批准したのは，
AFLについては110組合のうち65組合， CIOについては32組合のうち29組
合である。その後（同月24日）ミーニーとルーサーは，その共同声明のなかでこ
こに「歴史的歩み」のしるされたことをのべたが，これが分裂以来の統一の接
近であったことは明らかであろう48)。
だが障害はまだ残っていた。一部の有力組合 (AFL系の大工とチー ムスター ，
CIO系の鉄鋼）が不可侵協定への署名を拒否したからである49)。とくに鉄鋼労
働組合 (USW)のデビッド・ J・マクドナルドは，自己の独自性ないし影響力
をしめすために有機的統一に向けて即時一歩を踏みだすべきことを主張したの
であって，これがJレイスをしてマクドナルドを煽り立てしめることになったと
はいえ（ただしマクドナルドはそれに乗らなかった），マクドナルドのこの姿勢は，
その意図はどうあれCIO会長としての「マレーとJレーサーの力の相違を強調
せしめることになった」。 というのもマレーは基本的な政策問題については誰
からも批判されなかったのにたいし， J・レーサーには自己の見解を一方的に下達
しうる名声も影響力もないことが，明らかとなったからである50)0.
けれども1954年10月，合同統一委員会 (theJoint Unity Committee, 以下Ju
Cと略す）が「各加盟全国・国際組合の完全自治権を維持するごとき合同過程を
つうじてアメリカに単一の労働組合センターを創設する」ことを決定したこと
は，事態を急速に進展させることになった。翌1955年1月JUCは小委員会に
．合同協定の起草を命じ， 2月その起草された案を承認したが，その内容はAF
LおよびCIO傘下の組織は既発行のチャークーないし加盟証を保有したまま
新合同組織の加盟組織となる（ただし管轄が重複・競合する組合については組合間の
48) Taft, Organized Labor, pp. 657~658; Taft, The A. F. of L., p. 485. 
49) Taft, ()rganized Labor, p. 658; Taft, The A. F. of L., pp. 484~485; ―Gold-
berg, op. cit., p. 81 (邦訳87~88ベー ジ）。
50) Taft, Organized Labor, p. 658. 
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合同を促進する）というものである51)。そのかぎり新連合体の運営と構造には驚
くぺきものがほとんどないというクフトの言葉は適切であろう52)。ただしAF
Lの「部」に相当する「産別組合部」 (IndustrialUnion Department)の新設
は，新事態への適応である。なお新連合体の主要ポスト（会長と財務書記）をA
FL系が占めたことについては，傑出した実力者のマレーが存命していたら，
そう容易ではなかったであろうという見方はできる53)。
さてJUCの承認した以上の合同協定案は， AFL執行評議会およびCIO
執行委員会によっても承認され，その結果新組織の具体的な規約の起草が小委
員会のつぎの仕事となった。用意された規約案がJUCに提出されたのは 5月
であって， JUCは，直ちにこれをAFL執行評議会およびCIO執行委員会
に付託するとともに，ニューヨークにおいてAFLおよびCIOの各大会を12
月 1日，両者の合同大会を12月 5日にそれぞれ開催するよう勧告し，さらに7
月には新組織の名称を AFL-CIOとすることを最終的に決定した54)。 JUC 
の勧告をうけて開催されたALFおよびCIOの各大会についてみるに， AF
L大会では，一部に加盟組合の管轄権の一層の明確化を望む声（印刷のW・ラン
ドルフ）が強かったもののその必要性を否定するミーニーの主張がとおり，合
同協定が採択されたのにたいし（ただし塗エ・装飾工組合の代表は反対）55), CI 0 
51) Ibid., p. 659. 
52), 53)即d.,p. 659. 
54) Ibid., p. 660. なおAFLとCIOの合同がなぜ成立したかについての教科書風の要
因列挙も意味があろう。ゴールドバーグは，①AFLとCIOの立場の共通性，③個
人的接触による相互理解（政府委員活動や国際自由労連参加）， ⑧マ・レー とグ））ー ン
の死，④不可侵協定の実施意欲の増大，⑥各連合体の存続能力の相互認識による共存意
欲の5点をあげるが，ほぼこれに尽きよう (Goldberg,op. cit., p. 102, 邦訳109~
110ページ）。なお上記以外に1952年のアイゼンハウアー共和党政権が反労働者的と解
されたこともあげられる (Rayback,A Hi心toryof American Labor, New York: 
Macmillan, 1959, p. 423; The U. S. Department 9f Labor, Bicentennial Ha心tory
・of the AmがcanWorker, Washington, D. C.: U. S. Government Printing Office, 
1976, pp. 253~255)。
55) Taft, Organszed Labor, p. 660. 
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大会では， UMWが過去の金銭関係の清算を迫ったために注目を集めた。だが
CIO大会は， UMWの1,665,000ドルの請求 (UMWによれば， SWOCその他に
たいする直接の貸付・拠出をのぞいてCIO系組合の組織活動への現金・サービスによる
援助は7,250,000ドルに達したという）を一応受理したものの，これに回答しようと
はせず，また）レーサーは， CIOの貢献者の名を列挙してその功を讃えなヵゞら，
Jレイスには一切言及しなかった。いわば｝レイスは「偉大なCIO設立者たちの
住む神殿に場所を与えられなかった」のである。 UMWのCIOにたいする貢
献はあまりにも大であったというのに，最後までUMWとルイスを讃える言葉
は聞かれなかったらしい56)。なお合同そのものについては， AFL同様に一部
の批判があったにとどまる。
AFL-CIO設立（第1回）大会は予定どおり12月5日に開催されている。 CI
0組合員数に評価の食違い57l (CI 0は5,692,000といい，ミーニーは400万以下と推
定）はあったが，それは障害とはならなかった。いずれにせよ1500万の勢力と
なった新組織は「合衆国および自由世界の歴史における最大の労働集団」とな
ったわけで，当初の合意にしたがってジョージ・ミーニーが会長，ウィリャム
・シュニツラーが財務書記にそれぞれ就任した。採択された規約前文をみる
と，かつてのAFL規約の階級闘争的性格とCIO規約の産別主義の強調とが
消え失せ，代りに団体交渉方式と市民的権利義務との強調が目立つがsi,これ
56) Ibid., pp. 660~661. 
.57) Ibid., p. 661. 
58) Ibid., p. 661. なおジャック・バーバッシュは， AFL-CIOをば史的連続性とコント
ラストとの両面よりみる。コントラストの最大のものは，傘下組合の腐敗．差別的行
為・縄張り争いに介入する規約上の権限の付与（従来の会長介入は会長としての威信
によるもの）と，第三者の準司法的な縄張り調整の定めとである。ゴンパーズの古典
的ボランタリズムもほとんど完全に放棄され（国家が労働要求に応じうる可能性をみ
てとったのはルイスの惹眼であった），公共政策が組合の謙題の中心となったことも，
コントラストの例としてあげられる。伝統的方針のみられるのは無党派的政治活動に
ついてだが，実際には民主党との関係よりみて無党派性は形式的なものである。要す•
るに AFL-CIOは， 1930年代初の組合とは大きく変ったということであろう (The
U. S. Department of Labor, op. cit., pp. 256~257)。
19 
20 闊西大學「経清論集」第33巻第1号
はまさに時代の変化を思わせる。規約第 2章は12の目的と原則を定めたが，そ
れは，①労働条件の改善，③加盟組合の活動への支援，③全国・国際組合の加
盟促進，④人種・信条・皮膚の色等を問わぬ団結，⑥団体交渉の原理と国民的
権利•福祉を守るための立法活動，⑥民主的な自由・権利および制度の擁護，®
世界の自由な民主的労働運動への支援と協力，⑧加盟組合の既存の交渉関係の
尊重と組織化にさいしての管轄権の調整存続， (8)組合員の生産せる商品・サー
ビスの販売利用の促進，⑩腐敗およびコムニズムにたいする労働運動の防衛，
⑪労働運動の民主的性格と加盟組合自治の擁護，⑫労働運動の政治的支配から
の自由と有権者登録•投票のごとき市民的権利義務の行使履行による労働者の
正当な政治的役割の遂行，というものであって59), 格別に驚くほどのものでは
ない。それは，まさに「合衆国のどの労働組合員によっても承認されうる」も
のであった。なお人事の妥協的性格は，副会長28名の内訳がAFL系18名およ
びCIO系10名であったことからも理解されうる。
問題は AFL-CIOのその後の実績だが， 1964年時点でのタフトの評価は案
外素っ気ない。新連合体は当初は「すべての合理的な待期に応えた」が，もと
より管轄権紛争に「魔法の処法」はなく，傘下に多数の組織を抱えることによ
る紛争の発生は不可避的であった。マスプロ産業におけるメインテナンス（保全
作業）をめぐる組合管轄権問題がそうだし， また建築産業における AFL組合
とCIO組合との争いは，時として暴力を伴ない，「管轄割当をめぐるよりは
原理上の相違」をめぐるものとなる危険性があった。組織化についてみても，
新連合体は個別組合の力量を超えた大規模動員をなすことができても，日常的
な寄与をなしえない以上は，「センセーショナルな変化」のあろうはずがなか
った。公民権や人種差別の問題についても，傘下組合のオートノミーの故に
59) Taft, Organized Labor, p. 662; Goldberg, op. cit., pp. 236~237 (邦訳243~245
ページ）。なお古米淑郎「アメリカ労働総同盟産業別労働組合会議の結成とその規約J
（同志社大学『経済学論叢』第26巻第1・2号， 1977年11月） 101~103ページ。
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AFL-CIOはその主張を貫くことができなかった60)。とくに発足以来最初の 2
年間の焦眉の問題が組合内スキャンダルにかんするものであったとすれば，
.AFL-CIO合同が「なんら奇蹟的変化をもたらさなかった」61)ことは， 当然と
いうべきであろう。この点にかんしては論者間に対立はなさそうである。・
3 組合運動と黒人問題
コモンズ『労働史』の特徴のひとつは黒人労働者にかんする記述の乏しいこ
とだが，その主たる原因がコモンズ時代と第二次大戦後とを比較したる黒人問
題にたいする社会的関心の度合の差にあるにしても，やはりウィスコンシン学
派ですら黒人労働者軽視の一般的風潮を免れえなかったことは否定できないで
あろう。その意味でクフトの黒人労働者にかんする記述は， コモンズ『労働
史』の執筆者の 1人が新しい時代の動きにどう反応したかを示すものとして興
．味深い。
自由な黒人労働者は，南北戦争前ですら南部の白人労働者よりも優れている
とされたものだが，かかる黒人労働者の優秀さは農業以外の産業においてもみ
られたのであって，そのかぎりかれらは，白人との競争が不可避であり，偏見
と敵対に遭遇することになる62)。1866年全国労働同盟 (theNational Labor. 
Union)の第 1回大会が差別撤廃と黒人組織化を唱えたのは，南北戦争後の新
しい時代の動きを反映したものであろうが，同盟のその姿勢も第2回大会以後
は後退してしまう。同盟は傘下組織にたいする統制力もなく，また交渉機関で
もなかったから，その組織としての見解も実際には有意味なものたりえない63)。
-60) Taft, Organized Labor, pp. 662~663. 
61) Rayback, op. cit., p. 427. 
62) Taft, Organized Labor, p.664. 
-63) Ibid., p. 665.、コモンズの有名な資料史には全国労働同盟における黒人問題の扱いも記
されているが (J.R. Commons and associates, 品.,A Docu加 mtaryHistory of 
American Industrial Society, New York: Russell & Russell; 1958, Vol. IX, 
pp. 158~160, 185~186, 239, 243~247), コモンズ『労働史』は，同盟の主張を8時
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これに比較すれば労働騎士団 (theKnights of Labor)の差別反対はもっと徹底
しており，騎士団大会において黒人代表は対等の権利を与えられたが，その騎
士団ですら1886年バージニア州リチモンド市における大会では，ひとつのエピ
ソード（演説に招かれた同州知事の紹介をニューヨークの第49地区会議派遣代表のひと
りである黒人F・J・フェレル氏に依頼してはとの提案にたいして，騎士団会長パウダリ
ーは，差別的な当地ではそれは知事に失礼に当るとして認めなかった）がまだ聞かれる
状況ではあるい。
AFLも当初より人種差別規約をもつ組合を歓迎せず，かかる組合には差別
条項の撤廃を要求した。南部に基盤をもつ国際機械工組合 (theInternational 
Association of Machinists) はその例であって， ゴンパーズがわざわざ同組合
大合に赴いて白人条項の撤廃を訴えても，同組合は，南部のローカル諸組合の
脱退を恐れてAFLの訴えに応じようとしなかった。白人条項を撤廃してAF
L加盟を許されてのちも，同組合は，それを密かに温存したという65)。ゴンパ
ーズは機関車火夫友愛組合にたいしても差別反対を訴え，そのかぎりAFLと
しての反差別路線は一貫していたわけだが，傘下組織には差別を公言するもの
があり（たとえばジョージア州コロンバスの連合労働組合，FederalLabor Union 6877), 
遂にゴンパーズも南部の現実論（黒白分離）に抗しきれず，もし黒人が望むなら
黒人組織に黒人チャークーを交付するのを腕躇しないと J・E・ポークー（黒
人リーダー）に書き送ったほどである66)。1900年のAFL大会は，その反差別路
間制と緑背紙幣運動の2点にあるとする (Commonsand associates, History of 
Labor in珈 UnitedStates, New York: Macmillan Co., 1918, Vol. I, p. 87)。
64) Taft, Organized Labor, p. 665. 記述のエピソードについては TerenceV. Pow-
derly, Thirty Years of Labor 1859-1889, New York: A. M. Kelley, 1967, 
pp. 347~348. なおコモンズ『労働史」は，騎士団が職種区分を排したことを強調す
るが，その反差別主義については格別に注目するところがない。
65) Taft, Organized Labor, pp. 666~667; John Laslet, Labor and t加 Left,A 
Study of Socialist and Radical Influences in珈細ricanLabor Mi⑳ ement. 
1881~1924, New York: Basic Books, 1970, p. 147. 
66) Taft, Organized Labor, p. 667. 
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線を緩和しないが，黒白別ながらもチャーターの交付を可能ならしめる規約修
正の勧告をおこなった。
ここでタフトは当時のゴンパーズの苦衷のほどをしめす手紙を紹介している
が，それによると，ニュー・オーリンズ地域担当のオーガナイザーの 1人に黒人
を任命したところ反対の声があがり，そこでゴンパーズは件の黒人にたいし，申
し分けないことだが反対派の敵意を和らげるよう配慮して行動してほしい旨書
くとともに，おなじく同地域担当の白人オーガナイザーにも一文を認め，「社会
的差別に逆らう要もない」が，黒白間の競争は白人労働者の利益を損なうもの
であるから，黒人団結の援助は不可欠であり，真摯に判断していただければ黒人
オーガナイザーの件での自分の措置の正しさ、は理解していただけようと書き，
黒人オーガナイザーとの協議を求めているのである67)。ゴンパーズの以上の手
紙にみられる消極的姿勢についてタフトは，その書かれたのが奴隷解放宣言後
まだ30年もたっていない1892年のことであり，また差別解消には連邦権力をす
ら必要とするのにゴンパーズのなしうるところは「説得と訴え」のみだった点
を指摘し，敵対を生むような問題についてのゴンパーズの道徳的権威がAFL
の成長とともに減じたのは容易に理解できるという 68)。現実レベルの議論とし
ては確かにタフトのいうとおりであろうが，かかる消極性の正当化のなかにウ
ィスコンシン解釈のひとつの特徴をみいだすことはできよう。
1901年ゴンパーズは，セント・ルイス地域の黒人オーガナイザーの任命を拒
否しているが，これはオーガナイザーの任命に必要な当該地域の中央組織の推
薦が得られないという手続上のものであった69)。だがその際のゴンパーズの消
極性は否めない。 1902年AFL執行評議会は，国際組合から排除された黒人の
みの組織にたいしてもチャーターを発行する権限を与えられたが，かかる分離
政策が臨機応変のやむをえない措置だったとしても，それがAFLの以前の立
67) Ibid., pp. 668~669. 
68) .Ibid., p. 669. 
69) Ibid., p. 669. 
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場からの後退だったことは，タフトのいうとおりであろう 70)。それどころか同
年ゴンパーズは，傘下組合の自治権尊重を理由に人種差別的な理髪師組合にた
いする黒人の加入要請について介入を拒否し，逆に据付機関夫組合の規約修正
（黒人排除）についてはこれを認めたのである71)。白人労働者が黒人組織を嫌悪
することによる建前（差別反対）と本音との「深刻なジレンマ」は， AFL対加
盟国際組合の間だけでなく国際組合対ローカル組合の間にもみられたのであっ
て，国際組合会長の差別反対方針を無視してローカル組合が黒人を排除した大
工などは，そのよい例であろう 72)。プーカー ・T・ワシントンのごとき黒人指
導者がいかに怒ろうとも，かかる黒人排除の風潮の支配的な状況下では，黒人
をAFL直属の別組織に組織することは「ベター」と信じられ，ゴンバーズも
またそれを必要視したのである73)。
黒人組織化のひとつの転機となったのは，一次大戦勃発後の黒人の北部移動
である。移動の原因は，移民流入の杜絶による労働力不足と魅力的な北部の労
働条件などであるが，黒人労働者がスト、ライキ破りに利用されやすかったこと
は，移動にともない人種間の敵対を増大せしめた。例の1919年鉄鋼ストライキ
時の黒人ストライキ破りの数は3万だったとの推定もある74)。すでに1917年A
FL大会は黒人組織化のための行動を会長と書記に求め，翌1918年4月にはワ
シントンでAFL執行評議会メンバーと代表的黒人労働者グ）レープとの会談が
おこなわれた。席上ゴンパーズの主張したのは，黒人分離の組織化およびチャ
ーター交付は望ましいことではないが現状ではやむをえない方法であり， AF
Lとしては差別政策をとっていないということであって，そのかぎり事態の大
した進展はみられない75)。翌1919年のAFL大会も，黒人組織化のための一層
70) Ibid., p. 669. 
71) Ibid., p. 669. 
72) Ibid., p. 670. 
73) Ibid., p. 670. 
74) Ibid., p. 671. 
75) Ibid., pp. 671~672. 
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の努力を求める決議を提出したにとどまる。
だが1920年AFL大会は，大会にそのような権限はないとする決議委員会の
反対を無視し，鉄道事務員等友愛組合 (BRC)にたいし「白人オンリー」条項
を規約より削除することを求める決議を採択したのである。ゴンパーズは大会
決議に忠実ならんとし，白人条項を定める他の組合にも働きかけた。ゴンパーズ
の 3度の手紙にたいしてやっと返事を書いた鉄道検査修理掛友愛組合 (BRCA)
のマーチン ・F・ライアン会長は，黒人にたいする組合の門戸開放を支持して
同組合大会 (1921年）にそれを訴えたが，大会の採択したのは黒人支部の設置に
すぎない76)0 翌1922年の鉄道工場ストライキ後は鉄道の黒人雇用も増加し，工場
関係の職種別組合は，AFL執行評議会との間で，黒人機械工等を火夫給油係友
愛組合 (IBFO)に暫定的に加入せしめるとともに黒人のための交渉活動をおこ
なうことにかんして合意に達したが (1924年），概して1920年代は，AFL大会で
黒人組織化が強調された時期であった77)。1925年 8月のプルマン社の黒人グル
ープによる寝台車付給仕友愛組合(theBrotherhood of Sleeping Car Porters)の
設立は，この時期を象徴するものであろうが，この組合をとくに注目すべき存
在たらしめたのは，同組合の最初のオーガナイザーとなったA・ フィリップ・
ランドルフである。このすぐれた黒人指導者の影響力と成功の根源について，
タフトはそれを「ランドルフが日頃ニグロ労働者の平等性を要求するにあたっ
て＜少しでも多く＞というゴンバーズ的伝統にしたがった」ことに求めている
ように解されるが78), ここにもウィスコンシン学派の風味は強烈である。なお
76) Ibid., pp. 672~673. なお1925年，鉄道事務員等友愛組合の差別的態度に慎慨した黒
人貨物係 (AFLオー ガナイザー ）は， AFLに同友愛組合の管轄権とり上げを求
め， 黒人組織化運動の開始と傘下組合の反黒人条項撤廃にかんする決議案を提出し
た。類似の決鏃案は1927年にもAFL大会に提出されているが，いずれも採択されて
いない (Taft,The A. F. of L., p. 439)。
77) Taft, Organized Labor, p. 637. 
78) Ibid., p. 674. なおランドルフは， 1928年寝台車付給仕友愛組合のチャーターをAF
Lに申請したが，ホテル・レストラン従業員組合の反対のために交付されず， 1929年
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1936年AFLは，同友愛組合にたいし全国組合としてのチャーターを交付し
た。
ところで「黒人労働者による均等待遇闘争の新局面」となったのは， 1934年
AFL大会である。人種差別的国際組合の除名を求める決議はさすがに採択さ
れなかったが，黒人差別にかんする調査委員会を設けて次期大会に報告せしめ
ることが決定され， 5人委員会の任命となった。同委員会の1935年大会への多
数派報告は，加盟組合の黒人差別を撤廃するよう求めている。だが執行評議会
は殊更にそれを無視し，組合自治の尊重を理由に加盟組合の自発的な差別撤廃
を期待するという立場をとった79)。大会の多数意見も組合自治の尊重に集約さ
れる。 5人委員会の委員長ジョン・プロフィーが，委員会報告の完全公開を拒
否した執行評議会の態度に不満をもったのは当然であるが， かのランドルフ
も， AFL加盟組合の「偏見」と「矛盾せる非良心的行動」を批判し， AFL
直属組織 (FLU)への黒人組織化が不適切な方法であるだけでなく，黒人の苦
情が白人ローカル組合によってしか処理されえない点を指摘した80)。しかもA
になってAFLは同組合に暫定的に直属チャークーを与えている (Taft,T. 加 A.F
of L., pp. 440~441)。
79) Taft, Organized Labor, pp. 674~675. ウォルクーズのごときは辛辣であって， A
FLの反差別の公式宣言は効なく，なによりもAFLには反ニグロ条項の撤廃を傘下
組合に積極的に働きかける意思なく，とくに5人委員会の勧告をAFL執行評議会が
サボタージュしたことは， AFL内部改革への黒人の最後の望みを断ったものという
(Reymond Wolters, "Section 7a・and the Black Worker," -in Labor Histor: 北
Vol. 10, Nr. 3, Summer 1969, pp. 462, 469)。それのみではない。この年ワグナー
法が成立しているが，黒人側は，組合の人種差別を違法とする法案修正を求めたとい
うのに， AFLはこれに反対した。労働にかんする問題について政府に影響力があっ
たのは産業界とAFLだが，そのいずれも反黒人的であった。したがって7(a)が白人
労働者の独立組合の結成’の権利を正しく守らなかったのは，黒人にとって幸福との逆
説も成りたつのであって；たとえば会社組合は望ましくないにしても，黒人はこれに
ついて白人ほどの嫌悪感をもたなかったという (iぶd.,pp. 471, 473, 474, 469)。
80) Taft, Organized Labo~, p. 675. なお5人委員会およびランドルフについては Taft,
T加 A.F. of L., pp. 442~444_も詳しい。
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FLの外では，鉄道火夫・機関士友愛組合 (BLFE)のD・H・ロバートソン会
長のごときはグリーン宛の手紙(1938年）のなかで，黒人火夫の組合加入を認め
ず，またその機関士への昇進は認めないまでも，黒人の利益は擁護しているの
であるから，黒人組織にAF!:はチャークーを与えないようにと書いているの
である（ただし1944年連邦最高裁判所は火夫・機関士組合の前記差別慣行を適当でない
とした）81)。
以上の動きと対照的なのはCIOの態度であって，そのことは， C.I 0を設
立した有力組合（統一炭鉱労働組合UMW,国際婦人服労働組合 ILGWU,全米合同衣
服労働者組合 ACWAなど）が黒人組合員を擁し，またCIOの組織対象とした
マスプロ産業はその性格（労働力の多くは黒人）からして黒人排除の組織化を許さ
ず，さらに「時代の精神」と「CIOの指導」が黒人差別を許さなかったこと
の結果である82)。もちろんAFL自身は反差別の立場を一貫させていたから，
AFLとCIOとの動きの相違は加盟組合の性格の相違であるということはで
きよう。 AFLとCIOに根本的な相違のないことは，たとえば1941年6月大
統領が公正雇用慣行委員会 (thePresident's Committee on Fair Employment 
Practices, 略して FEPC)を設置したとき， AFLもCIOもこれに参加した
し，また1944年AFL大会ではミルトン ・P・ウェプスクー（寝台車付給仕組合）
が最大の差別者は鉄道友愛諸組合であり，差別はAFL系以外のCIO系組合
81) Taft, Organized Lab.or, p. 676. 
82) Ibid., pp. 676~677. ただし黒人とCIOの関係i士始めから親和的だったわけではな
い。当初は黒人労働者もCIOに懐疑的で， CIOはその善意を黒人に証明する必要
があり， 1936~37年の鉄鋼・自動車の組織化がその最初のテストであった。経営側は
CIO対策として地域の黒人リーダー（とくに黒人牧師）との関係の緊密化を考え，
フォードはその最たるものだったが，フォードの屈服によってUAWと地城の黒人リ
ーダーとの関係も改善された。．黒人のCIOにたいする反応は， 1936年の懐疑から
1945年の全面的一体化へと変化したのであって， CIOは黒人の最大のホープとなっ
たという (Jam蕊 S.Olson, "Organized Black Leadership and Industrial Uni-
onism, 1936-1945," in Labor History, Vol. 10, Nr. 3, Summer 1969, pp. 476~ 
477, 482, 483, 486)。
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にもみられるとしたことからもわかる83)。けれども差別撤廃にたいする CIO
の積極的態度が顕著だったことは否定すべくもなく， CIO人種差別撤廃委員
会の設置(1943年）や多数のCIO系組合における反差別機構の組織化（とくに統
ー自動車労働組合UAWの例）は，その現われというべきであろう。
それはともあれAFLもCIOも， 1947年公正雇用慣行法 (theFair Emplo-
yment Practices Act)の制定には努力を惜しまなかった。 1955年の合同により
生れたAFL-CIOが，あらゆる差別の廃絶を目的として常設の公民権委員会を
設け（規約19条(bl), また1959年には人種差別規約をなお温存する制動手(BRT)
および火夫・機関士 (BLFE)の両鉄道友愛組合（いずれも 1957年および1956年に
AFL-CIO加盟）の除名要求決議が提出されたのを機に差別問題を真剣に討議し
たのも， AFLおよびCIOの過去の多年にわたる反差別政策の帰結であった
というべきであろう。その討議において AFL-CIO会長ジョージ・ミーニー
は， 1940年 1月1日時点で差別的規約を有した20余のAFL系組合は，その後
すべて差別条項を撤廃したが，前記友愛2組合は当時はAFL外の組織であり，
いまなお差別撤廃に努力中であると説明している84)。さらにミーニーは，強力な
反差別論者のランドルフにたいして「一体誰が君をアメリカの全黒人の守護者
に任命したのかね」とまでいったのである。ミーニーがかかる重大な発言をな
しえたのは，かれが最大の組合スポークスマンだっただけでなく，かれ自身が
差別の擁護論者でも実行者でもなかったためだとクフトはいう85)。それはとも
83) Taft, Organized Labor, p. 677. なお公正雇用慣行委員会は，当初は独立の機関と・
して活動したが， 1942年7月には戦時労働力委員会 (WMC)に移管され，同＇年内に
予定されていた若干の事件（南部の鉄道にかんするものを含む）の審問は， ホワイ
ト・ハウスの要請で翌1943年1月WMC会長により中止された。 1944年5月，大統領
は，公正雇用慣行にかんする新たな委員会を設置した。 AFLのグリーンは，かかる
委員会を恒久的に設置する立法を支持していたが，その実現は戦後のことである
(Taft, T. 加 A.F. of L. p. 448)。
84) Taft, Organized Labor, p. 678. 
85) Ibid., pp. 679, 786 (n. 72). 
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あれ196臼年の AFL-CIO大会では，ランドルフたちの重ねての努力の甲斐あ
って少数派の均等待遇にかんする決議が採択され，ランドルフはそれを不充分
ながら「得られうる最上のもの」と評価したが，大会決議を傘下組織に強制で
きないという「旧AFLのジレンマ」は， AFL-CIOにおいてもなお存してい
たの9である86)。
その前年の 1960年 5月デトロイトにおいて黒人全米労働評議会 (theNegro, 
American Labor Council, 略してNALC)が設立され，ランドルフが議長に指名
された。 NALC指導者のなかには，かつての統一ユダヤ労働連合 (theUnited 
Hebrew Trades, 1888年ニューヨークで結成）がユダヤ人にたいする偏見に抗して
その組織化を推進したことに注目し，同連合をモデルとして考えるものもあっ・
たというが， タフトは， NALCの直面せる問題は黒人労働者の組織化ではな
くて差別撤廃（入職・雇用・昇進上の）であり，しかもユダヤ人への組合内部の偏
見は黒人の場合に比して一時的であったという相違点を指摘している87)。
差別問題の難しさは，国際婦人服労働者組合 (ILGWU)と統一鉄鋼労働者組
合 (USW)において内部告発的な差別申立（労働組合による不当労働行為）が全国
労働関係委員会(NLRB)にたいしておこなわれたことにみられる。 NLRBの判
断は， uswについては差別の事実は認められず， ILGWUについては申立
却下というものであった (1963年）88)。だがかかる公的機関の判断がどうあれ，
ある行為を差別行為と感じるかどうかは，白人と非白人とでは微妙に異なる。
1962年下院教育労働委員会で問題となった ILGWU事件は，同組合によるプ
エルト・リコヘのビジネス・エイジェント（交渉委員）派遣が同地域の組合員の
代表選出権を事実上奪うことを目的としたものかどうかを争ったものである
が，クフトは，各地域へのエイジェント派遣は ILGWUの通常の慣行にすぎ
ないことを強調し，これと関連して規約上のある種の一般的な制限や資格要求
86) Ibid., pp. 678~679. 
87) Ibid.; pp. 679~680. 
88) Ibid., p. 680. 
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を人種差別と短絡させることの非を説き，他組合に比して黒人の権利拡張に努
力すること顕著であった ILGWU、にかんしてかかる事件の生じたことを「特
に不幸だ」 とみる89)。タフトの主張そのものは間違ってはいないかもしれぬ
が，そこでは，形式的平等性は被差別集団にとっては事実上の差別となりうる
可能性のあることにたいして配慮の乏しいことは否定できない。
けれどもタフトは，黒人差別が熟練職種別組合による門戸不開放といった直
接的なもの以外に職業技能訓練上の諸種の障壁といった根本的なものにも依拠
していることを指摘し，なによりも一般組合員が組合指導者以上に差別意識を
もっていた点を重視する。とくに黒人の技能修得機会を否定し，黒人を不熟練
・半熟練職種に恒久的に滞留させることが「結果的に個人および社会にとって
の所得損失」をもたらす点を指摘し，かかる差別の撤廃をなしうるのは立法のみ
であるという。「組合指導者を責めて一般組合員の罪を追求しない者は現実を
直視していない」というタフトの言葉は，差別問題にたいする社会の実態をよ
く伝えるものであろう。公正雇用慣行の確立にはデモンストレーション行為よ
りも長い不屈の具体的な運動こそ必要だとタフトがいうとき，タフトはもはや
コモンズ『労働史』執筆時のタフトではない90)。黒人問題にかんするかぎり，
ウィスコンシン学派は時代の要請によって開眼を余儀なくされたといってよい
であろう。
4 ランドラム・グリフィン法への道
ウィスコンシン的解釈によれば，暴力はアメリカ社会の顔（フロンテイヤー的
風土）であり，腐敗は「組合員のための活動に付随したもの」（ビジネス・ユニオ
ニズムの副産物）であったから91), アメリカ労働史を論じる場合，暴力と腐敗に
89) Ibid., p. 680. 
90)以上のタフトの主張はすべて Taft,Organized Labor, p.、681による。
91) Selig Perlman and Philip Taft, History of Labor in the United States, 1896 
~1932; Labor Movements, New York: Macmillan, 1935, Vol.IV, pp.94, 169. 
30 
タフトその他と1950年代におけるアメリカの労働組合運動（小林） • 31 
かんする記述が独立の章を構成したとしても不思議ではない。しかも腐敗は，
ときとして暴力と表裏一体である。けれども1950年代は，とくに腐敗が劃期的
な立法をもたらしたという点で以前とは異なる。
労働史上の暴力とは通常は暴力的争議をさすが，この時代のその例としてク
フトは，）レイビル＝ナッシュビル争議 (theLouisville and Nashville Strike)と
サザ；ノ・ベル電話争議(theSouthern Bell Telephone Strike)をあげる。前者は，Jレ
イビル＝ナッシュビル鉄道と 7つの関連企業（鉄道）の非運転系統の従業員が休
日休暇・団体生命保険・医療給付等にかんする要求を掲げてストライキ通告を
おこなったこと (1953年5月）に端を発し，鉄道労働法第10条の手続（緊急委員会
による勧告等）によっても争議の調整が成功しなかったため，最終的に(1955年3
月）．前記8社にストライキが発生したものである。運転系統の従業員は，この
争議に同情してビケット・ラインをあえて突破せず，そのため会社側は，かれ
ら（機関士，火夫，制動手，車掌，転轍手）にたいして解雇をもって就労を迫り，州
法廷に争議の差止命令を請求し，かつストライキ破りを導入した。不可避的に
暴力（ヒ°ケットの死傷）の発生し・たところで，争議の影響をうけた諸州の知事が
会して全国調停委員会 (theNational Mediation Board, 略してNMB)の仲裁を
求め， NMBの裁定（会社負担の医療給付など）でやっと争議は解決した (5月）。
「1922年の鉄道工場スト．ライキ以来の最大の争議」だったとクフトはいう92)。
アメリカの組合運動を特徴づけた過去の暴力に比すれば，ルイビル＝ナッシ
ュビルの暴力はさほどのものとは思えないが，それでもクフトは，それを「多
くの点で初期の時代への逆戻り」だとする93)。おそらくそれは，ほぼ同時期の
電話争議の激烈さを考慮に入れてのことであろう。 1953年全米通信労働組合
(the Communications Workers_ of America, 略してCWA)は，インディアナ・
ベル電話およびウエスタン・エレクトリックの 2社にたいしてそれぞれ8週間
および6週間のストライキをおこない，さらに翌年 6月からは後者にたいして
92) Taft, Organized Labor, pp. 682~683. 
93) Ibid., p. 683. 
31 
32 爛西大學『継清論集』第33巻第1号
146日間の長期ストライキをおこなったが， 以上は大電話争議への「間幕劇J
にすぎない94)0 
サザン・ベル電話争議の発生したのは 1955年3月であって， その期間は 72
日，参加人員は45,000人におよぶ。会社側は，休暇・付加給付•安全衛生等を
めぐる紛争にさいしての最終決定権限を確保したものの，労働者側も「望まし
い成果」 (1~4ドルの週賃金増加）をえたとされ， CWA会長のごときは，その
成功の原因をウェスタン・エレクトリック従業員によるCWAヒ゜ ケッティング
の尊重とAFLおよび CIO傘下の諸組合からの財政援助とに帰せしめてい
る。だが会社は，争議中の破壊活動による損害にたいしCWA組合員を相手ど
って500万ドルの賠償訴訟をおこした。この件では 4名の組合員が有罪とされ，
またCWAは解決のために 315,000ドルを支払わされている。さらに争議参加
者の復職にさいしては，争議中に違法行為のかどで解雇された 245人の処遇が
問題となったが， 仲裁の結果半ば以上が復職を認められた（完全復職52人，会社
裁量による復職86人）95)。かくして電話争議は最終的な落着をみるが，クフトは，
以上の 2つの争議における暴力についてたんに・過去への逆戻りというのみで，
それ以上に格別の解釈を与えてはいない。
暴力と対照的なのは組合における腐敗であって，とくにこの時期(1950年代後
半）におけるその社会的反響は過去の比ではない。 1957年 1月30日上院決議第
74号により設置された「労使各分野の不正行為にかんする上院委員会」（委員長
はジョン・マックレラン JohnL. McLellan議員であり，マックレラン委員会と称せら
れる）による調査活動 (1957年2月~1959年9月）が，「AFL-CIOの合同を別とす
れば1950年代における最重要の労働事件」とされる所以でもあろう 96)。ただし
クフトも強調しているところだが，不正行為 (improperactivities)が明るみに
だされたのは「比較的少数」の組合，より厳密にはその組合の一部の下部組織
94) Ibid., p. 684. 
95) Ibid., pp. 68← 685. なお Velie,op. cit., pp. 12~13. 
96) Taft, Organized Labor, p. 685. 
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にすぎず，また多くの下部組織は本部役員の不正行為を関知していないと主張
したのであって，さらに組合腐敗のみられる産業の種類が1950年代もそれ以前
と変らない事実からしても，マックレラン委員会調査によって「労働ゆすりの
性質と原因にかんする多くの新しい洞察」がなされたわけではなかった97)。
腐敗が主としてみられるのは建築業であって， それは以前とても同様であ
り，パールマンとタフトも『合衆国労働史』第4巻のなかでふれたところであ
った98)。だが世紀初 (1901年）の連邦産業委員会における腐敗暴露にもかかわら
ず，AFLは，組合オートノミーの尊重（介入権限の欠如）を理由に不干渉方針を
貫いたし，また一次大戦後 (1920年）のニューヨーク州両院合同委員会が，建築
産業における独占的活動の一翼を労働組合が担っている事実を明らかにしたと
きも，それは変らなかった。クフトは，相も変らず独占的共謀への加担として
の組合腐敗と個人的利益の追及のための犯罪シンジケート的な組合腐敗とを区
別しているが99りかかる区別はAFLの行動様式にたいする肯定的態度と無関
係ではない。
1932年AFL大会は，組合役員の不正行為を非難する世論に押され，犯罪
行為者の労働組合への浸透問題を討議している。ただしかかる行為者への具
体的措置は当該国際組合に委ねられたのであって例のセオダ プフ ノドル
（ニュー・ジャージー鉄材業者連盟より 1万ドルを受けとる）他4名が国際橋梁構造用
鉄材労働者組合 (IABSIW)を除名されたのは，その故である。ニューヨークの
映写技師組合長のサム・カプラン（その年俸が2年間で250ドルから 21;800ドルに激
97) Ibid., p. 685. 
98) Perlman and Taft, op. cit., pp. 94~96, 504~506, 601-:-602. 
99) Taft, Organized Labor, p. 687; Perlman and Taft op. cit., p. 601. このような
区別は，労働史をビジネス・ユニオニズムと社会的（社会主義的ではない）ユニオニ
ズムの対比としてみ，後者に期待を寄せるレンズのような立場からすれば，あまり意
味はあるまい (SidneyLens, The Crisis of American .Labor, New York・: Saga-
more Press, 1959, pp. 20, 154, 166, 172~-174, 191,224)。ただしレンズは，パール
マン一タフトの主張そのものは否定しない (ibid.,pp. 75~77)。
33 
34 闊西大學『経清論集』第33巻第1号
増し，またその間に某支部より 3万ドルを受けとる）の追放も，またその例であった。
とくに深刻であったのは禁酒法撤廃で資金源を奪われたギャングの組合浸透で
あって，ィリノイ州労働総同盟はそれを警告している 100)。
1933年AFL大会も，ゆすりとギャングの活動を討議している。同年連邦上
院はこの件で調査委員会を任命し，翌年にはその調査結果にもとづき州際商業
上の暴行・脅迫・強要を処罰する法律を成立せしめたが， AFLは，それによ
って伝統的な組合活動が進法とされることを警戒し，・とくに労働争議の過程で
生じる偶発的暴力については，それは関心外であるとの言質を検察当局よりと
っていた。ただし組合内ゆすりの撲滅についてはAFLも当局も意見が一致し
ており， AFL大会はその後くり返し道義の確立を唱え， 1940年大会のごとき
は，腐敗役員の除名を加盟組合に命じうる大会権限の確立を提案したほどであ
る101)。AFL決議委員会はかかる提案をドラスチックにすぎるとし，それはた
んなる提案に終ったが， それに代ってひとつの決議案（執行評議会にたいし，国
際組合をして腐敗役員への適正な惜置をとらしめるよう影響力を行使する権限を与える）
が大会で採択されたのであるから，これを「介入への小さな歩み」とみること
はできよう 102)。
だが前記1940年大会決議は「その最初の事件で死文と化した」。 というのも
塗工組合が有罪と判断された収賄幹部を追放していないという申立にたいし
て，執行評議会より調査を命じられた AFL副会長マシュー・ウォルの結論
は， AFLの行使しうるはその影響力（強制力ではない）にすぎないというもの
だったからである。 1941年AFL大会は，当時ビル・サービス国際組合の会長
が白人奴隷所有の故に有罪を宣告された事件が広く世の注目をあびたこともあ
り，不正行為の故に有罪と判断された人物を代議員として大会に派遣しないよ
100) Taft, Organized Labor, pp. 687~688. なおアメリカにおける組合運動とゆすり等
との関係についての歴史的分析としては， Lens,op. cit., pp. 70~132が要領のよい
展望を与えてくれる。
101) Ibid., p. 689. 
102) Ibid., p. 690. 
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う傘下組織に訴えている103)0 
だがAFLが組合腐敗の問題に真剣に取りくまざるをえなくなるのは， 1950
年代に入ってからである。 1953年下院委員会は，未組織労働者，労働組合員，
企業家より，またときには連邦政府より，数百万ドルを不法に獲得している共
謀の存在を認めたが（その結果デトロイトのコイン・マシン産業におけるチームスター
組合支部の長が起訴され有罪となる）， すでにその前年AFLは， ニューヨーク市
における組合内ギャング活動にかんするダビンスキー報告(5月）にもとづいて
調査をおこない，一部産業（蒸精溜・ワインおよび自動車）の組合にたいし違法に
発行された管轄外チャーターの撤回を訴える努力をしている104)。
AFLのかかる努力が従来の伝統から訣別じて明白な組合介入の形をとった
のは，国際沖仲仕組合(theInternational Longshoremen's極 sociation,略してI
LA)の場合である。介入の発端は，同組合のニューヨーク港湾争議(1951年10
月~11月）にさいして設けられた州調査委員会による ILA批判報告であった。
・I LAは内部干渉だとしてそれに反発し，そのかぎりAFLもILAを支持し
たが，州調査委員会がILA内部投票の一部に不正のあったことを認め，苦情に
かんする仲裁者任命や判定機関の設置，雇主のフォアマン選任権限の強化など
を勧告したことは， AFLにとって無視できない事実となった。したがってほ
ぼ半年後 (1952年12月末）デビッド・ダビンスキーがAFL新会長ジョージ・ミ
ーニーに書簡を送り，ニューヨーク州犯罪委員会による港湾の実情暴露に注意
を喚起し，規約修正してでもAFL自体が腐敗幹部の一掃に乗りだすべきこと
を説いたところ（タフトは，これを「1950年代に労働指導者の書いた最重要の書簡のひ
とつ」105)という），翌1953年2月ミーニーは，執行評議会の席上AFLはなにか
をなすべきだと主張し， 3人の副会長にその調査と意見提出を命じたのであ
る。その翌日 (2月3日） AFLは， ILAにたいし「あらゆる犯罪，不正，ゅ
103) Ibid., pp. 690~691. 
104) Ibid., p. 691. 
105) Ibid., p. 692. 
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すりの類の即時除去」を求めたが， ILAのミーニー宛返事(5月）の内容は，
組合幹部が争議指導を理由に起訴された例からみてもわかるように，犯罪者と
いう言葉はルーズに使われており， ILAとしてはたんなる前科を理由に特定
幹部を追放する気はないというもの．であった。遂にAFLは，前記2月3日付
要請の容れられないかぎりは ILAを権利停止に処する用意のあることを伝え
たが (8月），さらに1953年AFL大会は，圧倒的多数をもって ILAのチャー
ターを剥奪してしまったのである106)0 
それだけではない。 AFL執行評議会は，加盟組合の処分（権利停止ないしチ
ヤーター剥奪）期間中に競合組合に新チャーターを発行したりはしないという過
去の慣例に反して， ILAと競合する国際沖仲仕友愛組合 (IBL)にチャーク
ーを発行することとし，ニューヨーク港湾区域の組合運動をばILAにかわっ
てIBLに担わしめようとしたのである。だがIBLの申請で NLRBのおこ
なった交渉代表選挙では， ILAは，第 1回選挙 (1953年12月）で多数をえなが
らもそれを無効とされたが，第 2回選挙 (1954年8月）でも勝利したため交渉代
表権が与えられるという結果となった。 AFLとニューヨークの諸新聞は清潔
な組合として IBLを支持し，これにたいしてジョン・ルイスは ILAを支持
するというのが当時の図式であったが，以上の選挙の結果は，究局にはAFL
の意図は失敗であったことをしめす。そこでタフトは，腐敗組合を排除しよう
とのAFLの努力は「ユニークで真摯な」ものだったにせよ，その結末は，歴
史の古い強固な組合の追放のごときは軽率におこなうべきでないという「改革
の十字軍」にたいする「警告」であったとみる107)。
だが腐敗は放置されうるものでなく，とくに企業内の厚生（保健）・年金基金
が恰好の腐敗源となる状況のもとでは，なんらかの対策が早急に求められねぱ
ならなかった。上院の労働公共福祉委員会による企業内厚生・年金プラン調査
106)以上の経過については ibid.,pp. 691 ~694. 
107) Ibid., p. 694. 
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は，そこに諸種の問題点（雇主負担金の不払い，一部雇主の優遇，高い手数料・サー
ビス料・管理費・公然たる横領）の存することを指摘したが，かかる弊害の存在を
知っていたAFL執行評議会は，別段それに驚かなかったらしい108)。
組合による腐敗対策の本格化するのは， AFLとCIOの合同後である。そ
のことは， CIOが「不正やゆすりの問題から事実上自由であった」ことと無
関係ではあるまい。もっともCIOの誠実さは， GIO系組合幹部の誠実さの
現われというよりは， CIOの組織する産業には組織的腐敗を許す事情が存し
なかったことによるとクフトはみる109)。それはともあれ AFL-CIO規約は，
労働運動を腐敗勢力より守ることを目的のひとつとし (2条10項），会長もしく
は執行評議会メンバーに腐敗調査委員会の設置を要求する権限を与え，さらに
執行評議会にたいして％以上の多数をもって腐敗組合への勧告・命令ないし権
利停止をおこなう権限を与えた (8条7項）のであって， AFL-CIO設立大会が
倫理慣行委員会 (theCommittee on Ethical Practices)を設置したのは，その規
約の精神に即したものである。
労働専門の新聞コラムニストであるビククー・リーゼルが労働ゆすりから暴
行をうけて失明する事件の発生したのは， 1956年6月である110)。 この事件は，
労働界の不正行為にたいする世の関心をいやが上にも増大させたが，そのおな
じ6月に AFL-CIO執行評議会は，前記の倫理慣行委員会にたいして同評議
会のために腐敗調査を代行する権限を与え，かつ加盟組合役員には腐敗にかん
する一切の公的調査への協力を求めるとともに，倫理慣行にかんして 6つのコ
ード (cod~) を採択承認したのである。その 6 つとは， (1)ローカル組合チャータ
ーの発行条件としての当該管轄内の誠実な労働者グループによる申請と申請
目的の正当性， (2)厚生基金の管理運営基準の設定（組合専従者給与と基金管理者報
酬の併給の禁止，最低年1回の基金会計報告など）， (3)腐敗勢力による組合役職保有
108) Ibid., p. 695. 
109) Ibid., p. 691. 
110) Ibid., p. 695. 
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の否定， (4)責任ある組合役員としての義務の誠実履行と抵触するごとき個人的
利害関係の排除， (5)組合基金の本来目的のための運用と定期的監査・報告， (6}
組合民主々義手続の確保（すべての組合員の組合内手続への参加の保障，最低4年に
1回の公正に選ばれた定期大会の開催など）である111)。いずれにせよ AFL-CIOに
たいして加盟組合にかんする調査権限およびその結果一定の倫理基準に達しな
い場合の除名権限が与えられたことは，たしかに「一般労働運動の慣行上のひ
とつの新機軸」であったであろう 112)。
すでにのべたように，年が明けると既述のマックレラン委員会が上院に設置
されている。同委員会のおこなった最初の事情聴取は，オレゴン州ボートラン
ドにおけるチームスター組合役員のギャンブルにかんする共謀についてである
が，その結果チームスター組合内ににおける多くの不正行為が明るみにだされ
た。たとえば強引にダニエル・トビンに代ってチームスター組合会長となった
デーブ・ベックは，組合基金からの借入れで自己の有価証券購入の資金を賄
ぃ，また多数の企業から不法に金を受けとっていたという 113)。ベックを継い
だジェームズ・ホッファのごときは，争議の崩壊を画策したり，交渉相手の多数
の企業と利害関係をもっただけでなく，その妻はさる運送業の経営に手をだし
ていたのである 114)。特筆すべきはニューヨークにおけるジョン・ディオガル
ディとアンソニー・コラロの活動であって，かれらはギャングであり，その行
為は労働犯罪というより犯罪そのものであり， その支配するローカル諸組合
は，低賃金の末組織労働者を喰い物とする「強奪と横領の機関」 （法定最低水準
を2~3セント上まわる時間賃金，標準以下の付加給付，先任権の無視，苦情手続の欠
如，組合菓会の不開催，苦情申立にたいする解雇制裁，組合費の搾取をその特微とする）
であって，しかもチームスター組合や合同産業組合 (AI U)からチャーターを
111) Ibid., pp. 696~697. 
112) Ibid., p. 697. 
113) Ibid., pp. 698~699. 
114) Ibid,, 699. とくにゴミ回収業におけるチームスター組合とギャングの結びつきにつ
いては， Velie,op. cit., Chapter 13が面白い。
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交付されていたのである115)0
製パン製菓労働者国際組合 (BCWIU)の会長ジェームズ・ G。クロスは，社
会主義者だというのに特定ローカル組合を自己の信託管理 (trusteeship) 下に
おいて金銭的利益を不法に獲得し，タフトをして「アメリカ労働史上の浅まし
いエヒ°ソード」といわしめたしlifiりまた全米統一繊維労働者組合 (UTWA)に
あっては，会長と書記の 2人が1957年度組合収入の18彩(178,000ドル）を横領し
て各自の住宅購入に使用し， しかも執行委員会がそれを承認していたのであ
る117)。国際機関夫組合(IUOE)の会長ウィリャム ・E・マロネーは，自己の方
針に反抗するローカル組合を信託管理の下におくことにより組合員の民主的権
利を奪ったことが特徴的だが，それ以外にも厚生基金への雇主負担金不払いに
かんする黙認強要や20万ドル横領等の事実がみられる。マロネー以外のローカ
ル組合役員も類似の不正行為をやっていたが（ただしマロネーほど運よくはなく，
すでに有罪判決をうけている），やはり IUOEの特徴は「ローカル組合の信託管
理のための権力濫用」にあったとタフトはみる118)。
マックレラン委員会の暴露はなお多くの組合におよぶ。たとえば全米統一大
工指物師友愛組合 (UBCJA)の会長モーリス・ハッチスンは，経営者に広告掲
載を強要した疑いでAFLの批判をうけていた労働紙の発行者にたいし，その
編集活動および自己の父の伝記執筆の代償として組合基金より数十万ドルを支
払った119)。ホテル・レストラン従業員バーテンダー国際組合 (HREBIU) のシ
カゴのローカル組合はギャングに支配され，また北米合同肉切夫屠殺夫労働組
合(AMCBWNA)の幹部は，厚生基金の管理権を組合に移すことを条件に45時間
協定を組合員に無断で雇主側と締結し，また組合組織化にかんする妥協的な提
115) Taft, Organized Labor, p. 700. 
116) Ibid., p. 699. 
117) Ibid., pp. 699~700. 
118) Ibid., pp. 701~702. 
119) Ibid., pp. 702~703. 
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案の代償として副会長他は 3年間で24万ドル相当の金員を雇主側より受けとっ
ていたというのである 120)0 
マックレラン委員会による聴取は 270日におよび，証人数も 1,520人を超
ぇ，証言の生々しさは社会を驚かしたのであって，タフトがその内容をかなり
詳細に描いたのも当然であろう。だが証言記録58巻のうち34巻が当てられたと
されるチームスター組合についてすら，その不正を暴かれたのは比較的少数の
ローカル組合であった。また労働組合界全体としてみれば，腐敗組合数はそう
大きいものではなかった121)。 しかし問題の深刻さは， AFL-CIOとても真剣
に受けとめざるをえなかったわけで，倫理慣行委員会は，傘下の 6組合 (AIU,
BCWIU, 蒸精溜・ワイン労働者国際組合 DRWWIU; 洗濯労働者国際組合 LWIU,
UTWA, チームスター）にたいして規約上の統制手続を考慮したのである。 6組
合のうち 3組合(UTWA,DRWWIU, AIU)は指摘された腐敗の是正に同意した
が，残る 3組合は是正を拒否し， 1957年の AFL-CIO大会で除名されてしま
った。除名された 3組合のその後についてみると，製パン製粟と洗濯の 2業種
では，新チャーターの交付をうけた既存の競合組合が除名組合の組合員を多数
吸収しえたが， トラック運送業では，強力なチームスター組合に対抗しうる組
織の誕生しうる余地はなかった。とくに地方の献身的かつ賊実なリーダーが一
般組合員の支持をえている状況の下では，チームスター組合の一掃などできる
ものでないことが「時とともに証明されたようである」122)。そこでタフトは結
論的に， AFL-CIOは除名処分はできても腐敗一掃は不可能であり，それどこ
ろか一旦はチャーター剥奪までした沖仲仕組合(ILA)を復帰させようとした
ことからみても，「その倫理慣行基準はとくに高くはない」というのである123)0 
1959年，労使報告公開法 (the・Labor-ManagementReporting and Disclosure 
120) Ibid., p. 703. 
121) Ibid., p. 704. 
122) Ibid., pp. 704~705. 
123) Ibid., p. 705. 
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Act)一ーいわゆるランドラム・グリフィン法 (theLandrum-Griffin Act)一が
制定されたが（大統領の署名は9月14日），それは，確かに「ある程度は不正行為
の防止にたいする AFL-CIOの無力さを議会が認識した結果である」とはい
えよう 124)。 同法は， 周知のように組合会計報告の提出，組合基金の私的流用
の禁止，ローカル組合にたいする信託管理の規制，言論・集会・査問にかんす
る組合員の権利の保障，組合選挙の定期開催，組合員の権利否定にたいする法
廷救済の請求権限の労働長官への付与，および組合基金不正使用への連邦法適
用などを定めたものだが125), その内容からして 「労働団体の内部問題にたい
する政府干渉の新たな重要な歩み」と解されたのは，ごく自然であろう。だが
タフトは，タフト・ハートレー法の場合と同様に対組合介入にかんする諸種の
懸念はほとんど現実のものとならなかったという 126)。
124) Ibid., p. 705. 
125) Ibid., p. 705. なおランドラム・グリフィン法は，組合運営の報告・公開にかんする
新規定を設けただけでなく，若干の点でタフト・ハートレー法の修正をおこなった。
NLRBがその管轄権を放棄せる事件にかんする州権限の付与，二次的ボイコット条項
の拡大適用，組織化・組合承認をめぐるヒ°ケッティングの禁止，建設等をのぞくいわ
ゆるホット・カーゴ(hot-cargo)協定の禁止などがそうである。とくに最後の点は，
ワグナー法の「使用者の不当労働行為」およびタフト・ハートレー法の「労働組合ま
たはその代理人の不当労働行為」に加えて，労使双方による不当労働行為を定めたも
のとして重要である(MonthlyLabor Review, January 1960, pp. 10"'.'-'l; Dulles, 
op. cit., p. 387. なお森本弥之介「NLRBの機構と手続」，大阪府地労委事務局「地
労委」第19号，、 1980年3月， とくに28~33ページ）。ところでランドラム・グリフィ
ン法の通過をめぐってもっとも議論を呼んだのは，実はこのタフト・ハートレー法修
正部分であった。だがマックレラン案には，かかる修正はなかった。ランドラム・グ
リフィン法形成の簡単な経過については， JaniceR. Bellace and Alan D. Berko-
witz, The Landrum-Griffin Act: Twenty Years of Federal肝otectionof Union 
Memb釘s'Rights,Philadelphia: Industrial Research Unit, The Wharton School, 
University of Pensylvania, 1981, pp. 1~8をみよ。
126) Taft, Organized Labor, p. 705. なお序ながら，当時のアイゼンハウアー政府は，
ジェームズ・ミッチェル労働長官にいわすれば，労働者を組織労働者と同一視せず，
また労使問題の解決はもっぱら当事者の責任とみる点で前政府と異なったのだが，そ
の姿勢は，ランドラム・グリフィン法について同長官が労使責任の向上と望ましくな
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その点についてのタフトの主張はこうである。すなわち1960(会計）年度に調
査の実施された違反(2.041件）の多くはその事実なしと判断され，また告訴件数
は現存組織数（約8万のローカル組合と数百の中間組織および国際組合）の割には少な
く，しかもその多くは「技術的な性格のもので，知識の欠如から提起された」
ないしは「慢性的反対派の提起した」 ものであり，他は「悪意から提起され
た」ものであることを，労働省の報告はしめす。それどころかランドラム・グ
リフィン法にいたる一連の動きにもかかわらず，アメリカの労働組合がその運
営方法を変えなかったことは，アメリカ組合運動の諸手続が基本的に民主的な
ることを物語るものであろう 127)。 1962年度の場合は， 調査の実施されたもの
5,448件，うち同年度内に終結したもの 3,174件だが，終結件数のうち 1,263件
には違反の事実がなく， 1,911件0060%)について報告上の不備ないし他の違反
がみられたのであって，しかも違反の96彩は「技術的ないし犯意のないもの」
として是正措置がとらされたにすぎず，起訴手続のとられたのは76件のみであ
る。なお実施された調査の大半(3,953件）は告訴を理由とするものだが，告訴内
容は大多数が報告不備にかんするもので，受託者責任を問うものは603件（横領
にかんするもの337件だが，うち起訴可能なものは48件），統制処分の不法性を問うも
の1件，組合員の権利の剥奪にかんするもの52件（年度内終結3眸卜うち起訴可能
なもの1件）であったという 128)。
以上から明らかなのは，労働組合の腐敗にたいするクフトの楽観的な見方で
ある。かれによれば，労使報告公開法は労働組合にたいする内政干渉となるどこ
ろか，むしろその財政報告の義務化と授信関係上の不正にたいする処罰とによ
って「健全な結果がもたらされそうであり」，同法は「今 (1964年）までのとこ
い政府介入の回避を強調したことのなかに一貫している(MiltonDerber, The Am-
erican Idea of Industrial Democracy, 1865~1965, Chicago: University of 
Illinois Press, 1970, pp. 448~450)。その意味では対組合介入の懸念はあまりなか
ったといえよう。
127) Taft, Organized Labor, pp. 705~706. 
128) Ibid., p. 706. 
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ろ労働運動になんら害を及ぼしていない」という。労働組織を「無節操と腐敗
の汚れたプー）レ」とする見方はけっして新しいものではないが，それでもマッ
クレラン委員会による組合腐敗の暴露時は，それは力をえたはずであろう。だ
がランドラム・グリフィン法は，かかる見方は基本的に誤まっており，廉直誠
実さの点で労働運動は他の諸制度に比して遜色がないことを証明したのであっ
て，タフトはそれを同法の「大なる貢献のひとつ」 というのである129)。 だが
このタフトの立場は， 1935年の『合衆国労働史』における組合腐敗の記述と基
本的に変っておらず，そのかぎりタフトは一貫しているというべきであろう。
5 ひとつの展望
さて以上のようにタフトは，その『アメリカ史における組織労働者』のなか
で，コモンズ『合衆国労働史』全4巻以後の（すなわち1932年以後の）アメリカ労
働史の発展を1964年の時点まで描いたわけだが，その解釈が基本的にコモンズ
風のものであることは，すでに指摘したとおりである。問題は，タフト自身が
自己の長大な労働史をどのように締めくくっているかだが，それはかれの最終
章にみられる。その余りにも短かく簡略なことは， 1935年のパールマン＝タフ
ト『合衆国労働史』の終章130)の長く詳細なこと．と対照的だが， その内容は微
129) Ibid., p. 706. ダレスも同意見であって，タフトをわざわざ引用している (Dulles,
op'. cit., pp. 388~389)。ペリングの評価も似たようなものである (Felling,op. cit., 
p. 206, 邦訳249ページ）。ジャック・バーバッシュは，ランドラム・グリフィン法15
年の経験よりして，同法の最大のインパクトは現職組合役員にたいする挑戦者の立場
を強化したことだとするが，これなども労働運動の廉直誠実さの証拠であるとい視ょ
う(TheU. S. Department of Labor, op. cit., p. 258)。なおラ・グ法の起草者の
1人ロバート・P・グリフィン上院鏃員は，ラ・グ法を20年後よりふりかえって，組合
腐敗や組合の権力濫用が20年前ほどでなくなったのはラ・グ法のおかげだといい，か
つ同法の規定にもかかわらず組合員個人の権利の擁護について労働省（さらには労働
長官）が消極的だったことを指摘しているが，この点はベレースとバーコウィッツの
結論も同様である (Bellaceand Berkowitz, op. cit., pp. iv, v, 313, 316)。
130)小林英夫「パールマンおよびタフトとニュー・ディールまでのアメリカの労働組合
運動（下）」（関西大学『経済論集』第29巻第2号，昭和54年6月） 61~71ペー ジ。
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妙であって，認めざるをえない時代的変化を従来の解釈とどのように調和させ
るかについてのタフトの苦悩を偲ばせないでもない。
タフトの結論的観察はこうである。アメリカの組合運動を形成してきた社会
的・経済的・政治的条件は実際的思考を促す性質のものであり，その結果アメ
リカの組合は，かなりの多様性を残しながらも，その抽象的長期的改革プログ
ラムヘの関心の欠如，限定された政治関心，プラグマティズムの追及，具体的
には雇用の場における組合員保護活動への努力集中を特徴とする。その「より
多く」 ("moreand more") という賃金政策は，経営者が販売実績• 生産性• 利
潤の向上増大を追求するのと同様の「すべてのアメリカ人の権利と運命」であ
り，また望ましい経済成長率の達成への寄与にたいする分前要求の権利であっ
て，アメリカ労働組合の「深く刻みこまれた」考え方である。ただし交渉相手
の企業・産業の譲歩能力は一様でない故，統一的な賃金政策は一般的に支持さ
れず， AFL-CIOが加盟組合のオートノミー尊重の大原則を維持しているの
も，そのためである。このオートノミー尊重は，同時に倫理慣行や縄張り争議
にたいするAFL-CIOの統制力の欠如を意味するが，実際には倫理慣行の確立
にかんしてAFL-CIOは「かなりの影響力を行使している」し，また縄張り争
議についても他に適当な調整機関のないのが実情であると131)。
さらにタフトはいう。今日の労働運動は，その数的勢カ・法的政治的活動・
対外的国際的関心の点で 1930年代初期のものとは「大きく異なる」が， 過去
の労働運動の影響はなお明白であり，その主要関心は体制内での雇用条件の改
ti・ 
善たある。技術革新と失業にたいしては，組合は昔も今も無力であって，そ
の解決こそは政府の責任であろう。労働運動の大なる関心がこのように労働
者個人に向けられることは，集産主義的理論の対労働者アッヒ°ールを減殺する
だけでなく，雇用の場における差別と不正の除去のためのメカニズムを与え
る。さらに労働組合は，社会の構成分子として制度形成の責任と義務を負うも
131) Taft, Organized Labor, pp. 707~708. 
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のであり，外国との紛争にさいして常に自国の政府を支持してきたのもその故一
である。労働組合こそは，「産業の絶対主義が無抑制の場合に不可避的に拡大
成長するのを防止することのできる現代社会における唯一の勢力」なのである
と132)
゜
以上のタフトの主張は，その「アメリカ史における組織労働者」序文を併せ
読むと，よりよく理解できる。序文によれば， 「より多く」 という賃金政策が
実現可能なのは，総生産物の消費と投資への配分を恣意的に決定しうる中央権
力が存在しないためだが，これは自由社会における賃金政策のひとつの在り方
をしめす133)。 さらに序文によれば， 組合運動のとくに顕著な性格形成要因は
世論，政府の態度，・労使のリーダーシップ等であって，たとえばニュー・ディ
ール期の組合発展と好意的世論，もしくはランドラム・グリフィン法と批判的
世論との関係があげられる。また政府の「不介入は神話であり」，社会の諸活
動維持のために政府介入の不可避であることは，組合運動初期の共謀罪裁判か
ら今日までの歴史がしめす。強いリーダーシップの例となれば， E・E・ゲー
リー (USスチール）やジョン ・L・ルイス (UMW)の名前がすぐに浮かぶ134)0 
なお特筆すべき特徴として序文は， アメリカの労働組合の政治活動の型を一
定の仕組み（州・地方の労働組織の活動力や党員公職者にたいする既成政党の統制の弱
さの故に労働要求を議会に反映させやすい）に求め135l, NLRBによる解決努力にも
• かかわらず縄張り争議を「アメリカ労働運動の永遠の傾向」ととらえ，おなじ
二重組合運動であっても IWWC究局にはその政策はユニオニズムにむかう）と峻別
してコムニズムを排し，移民問題を常に労働需給面（人種的側面ではない）より論
じ，加盟組合自治の立場から AFL-CIOの影響力を「もっぱら道徳的な」も
のとし，労働運動の「道徳的・民主々義的健全性のレベル」を他の組織のそれ
132) li廊.,pp. 708~709. 
133) Ibid., p. xvi. 
134) Ibid., pp. xvi~xviii. 
135) Ibid., p. xviii. 
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に比して遜色ないものとする 136)。そして最後にタフト序文は， アメリカの労
働運動が過去に多くの嵐を切り抜けながら公共政策への影響力と雇用条件の決
定力を高めてきたことを指摘し，その歩んできた道を正しとし，それは将来も
難局を打開していくものと信ずるというのである 137)0 
以上にみたタフト『アメリカ史における組織労働者」の序文および最終章の
内容は，まさにコモンズ『労働史』全4巻に展開された解釈の再確認といって
よい。タフトのこの書物の4年前にアメリカ労働史を描いたヘンリー・ペリン
グも，今日までにいたるその特徴として，労働者をとりまく環境の多様性，ョ
ーロッパに比しての高賃金，農業的背景，階級意識の欠如の 4点を列挙した
が138), これは典型典なコモンズ解釈であり， したがってタフトが1964年の時
点でなおコモンズ解釈を固執したことは，特別なことではない。それどころか
1957年のダーバー＝ャング編『労働とニュー・ディール」は，労働史とは「変
化するアメリカ的環境へのプラグマチックな試行錯誤的調整の結果」であり，
そのかぎりニュー・ディールも，たとえひとつの「社会革命」であるにせよ不
況にたいする「典型的なアメリカ的反応」にすぎず，したがって1929年~39年
の労働史は「アメリカ的環境におげるその経験の継続」であったとし，コモン
ズ解釈を一貫させる 139)。 同書のエヒ゜ローグのなかで執筆者の 1人であったセ
136) Ibid., pp. xix~xx. 
137) Ibid., p. xxi. 
138) Felling, op. cit., pp. 210~225, 邦訳253~270ページ。ただし細部についてはペリ
ングもウィスコンシン解釈に批判的である。たとえば労働組合の慣行の両面的性格
（排除と包含）のうち排除こそが「アメリカ労働組合のメンクリティ」だとするパー
ルマン説については，排除された労働者も同様に考えたかどうかは疑わしいという。
またコモンズの移民のアメリカ化と移民制限という両論の調和が困難なことを指摘
し，もしアメリカの組合の制限的慣行がとくに強力だったとすれば，組合のアメリカ
化機能は稀かつ非常に消極的なものだったろうという。もっともな指摘であろう
(ibid., pp. 211, 212, 邦訳254,255~256ペー ジ）。
139) Milon Derber and Edwin Young, ed., Lobor and the New Deal, Madison : 
The University of Wisconsin Press, 1957, p. vi. 
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リグ・パールマンは， もっと明白に「ゴンパーズという係留地よりの離脱の
兆」はほとんどなかったとし，かのシドニー・ヒルマンすら実際にはゴンパー
ズと大して違わず，アメリカの労働プログラム（その基本哲学）は変らなかった
のであって，変ったのは労働者の意識するジョップの内容と範囲にすぎず，そ
こに「動的なジョップ意識」 ("dynamicjob-consciousness")をみいだすことが
できるとしたのである1_40)。 タフトは同書の執筆者ではなかったし， またニュ
ー・ディール後の大なる変化を認めていたけれども，タフトの主張が結局は師
パールマンとおなじであろうことは，タフトの記述から明らかであろう。，
けれどもニュー・ディール以降の激変を直視すると，パー）Vマン＝クフト流
の解釈には多少片意地なところがみられる。戦後(1949年）シドニー・ヒルマン
財団の招きでアメリカで講演をおこなったハロルド・ J・ラスキは，もしパー
ルマンが正しいとしたらニュー・ディール哲学は間違っていたことになると批
判し，ヒルマンを逆に評価し，アメリカの労働組合の圧力的政治活動方式をそ
の弱点だと断じたのであるゆ。 ラスキのような左派の論者がこのようにいう
のは当然だとしても，かのアーサー・ゴールドバーグすら，組合関心の焦点が
職場における組合員の利害にあることはクフトのいうとおりだが，ヒルマンや
マレーやルーサーの主張と活動にみられるように，その視野が大きく変化した
ことを強調したのである142)。ダレスもっとに労働指導者の哲学がゴンパーズ
140) Selig Perman; "Labor and the New Deal in Historical Perspective," in 
Derber and Young, op. cit., pp. 368~369. 
141) Harold J. Laski, Trade Unions in the Ni仰 Society,London: George Allen 
& Unwin, 1950, pp. 37~40, 41. 
142) Goldberg, op. cit., pp. 4, 6 (邦訳5,7ページ）。・なおこの点でより説得的と思わ
れるのはサムナー・スリククーの主張である。スリククーは， 50年代のアメリカ労働
運動を詳しく検討した結論として，ビジネス・ユニオニズムが広い社会改革目標をも
つことが必要であると強調している (SumnerH. Slichter, "The Position of Tr-
ade Unions in the American Economy," in M. Harrington and P. Jacobs, 
ed., Labor in a Free Society, University of California Press, 1959, pp. 43~ 
44)。
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より離れつつあることを主張していた143)。 このようにみると， パールマンも
クフトも時代の変化をもう少し直視すべきであったといえよう。というのもす
でにふれたように（註58をみよ）， 1976年という時点からではあるが，ウィスコ
ンシン大学のジャック・バーバッシュすら変化を強調し，いまなお伝統的方針
の踏襲されているのは政治領域（無党派的政治活動）であろうが，それすら形式的
なものにすぎないと明言したからである。 AFL-CIOについても，それは「ワ
シントンにおける労働者の声というよりは，むしろリベラルな運動一般のアメ
リカ最重要のロビー」 となったといわれるのである 144)。 かつてR・H・トー
ニーが指摘したアメリカ組合運動の特徴（イギリスに比しての社会的運動としての
側面の欠如）は145), もはや過去のものとなりつつあるとの感がある。
それにしても1950年代後半は，計算づくの経営戦略としてのオートメーショ
ンと組合封じ込めが目だち，.A・H・ラスキンのいう「ボルテージが低く非暴
力的ながら，産業民主制に破壊的意味をもつ階級戦」のおそれのあった時期で
あって，それは労働規則の改変（とくに鉄鋼と鉄道），協約適用除外，生産基準強
化，組合集中地域よりの事業所移転にかんする経営側の要求にみられたところ
である146)。 だが表面上は「相対的安定」の時代であって147), その「唯一の例
143) Dulles, op. cit. (1949 edition), pp. 378~379; Dulles, op. cit. (1966 edition), 
p. 415. なおダレスの書物はとくに断わらないかぎり1966年版をさす。
144) David Montgomery, "To Study the People: The American Working Class,' 
in Labor History, Vol. 21, Nr. 4, Fall 1980, p. 511. 
145) J. M. Winter, ed., R. H. .Ta五ey:T. 加 AmericanLabor M≪ ⑳ ement and Other 
Essays, Brighton: The Harvester Press, 1979, PP: 55~59. 
146) The U. S. Department of Labor, op. cit., pp. 258~259. ジャック・バーバッシ
ュによれば，それは経営側の巻き返し（二次大戦中およびその後に譲渡した経営権の
一部の奪回）の試みなのだが，かかる50年代の労使関係を反映せる主要な動きとして
は，①年金，エスカレータ一条項，年間生産性係数，ユニオン・ショップをめぐるゼ
ネラル・モークーズと自動車労組 (UAW)との5カ年協定の交渉(1950年），②イン
クナショナル・ハーベスターとUAWとによる苦情仲裁手続改正の実験的試み(1950
年代末），③自動車，鉄鋼，電機 (IUE), ゴムの各組合による年間保障賃金一補足
的失業手当の提案(1954~55年），④炭鉱労組 (UMW)による退職厚生基金にもとづ
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外」たる1959年鉄鋼ストライキについてすらクフトは語るところがない。だが
いずれにせよ1964年時点でのタフトの主張を1980年代の目でみるのは，あまり
親切とはいえまい。残るは，・ 1980年代の目を確かなものとするために， 1960年
代から現在までにいたるアメリカ労働史の流れを辿ることであろう。以下にそ
れを論じたい。 （つづく）
く10病院のアパラチア地域での新設 (1956年），⑤ァーマー食品会社と食肉包装関係
の2組合 (UPWAとAMCBWNA)によるオートメーション対策基金設置の交渉
(1959年），⑥カイザー社と鉄鋼労組 (USW)による企業成長果実.("fruits of pr-
ogress")の株主・従業員・公衆間への公正配分の長期プランを考究する委員会の設
置(1959年），R職務保障と労働規則緩和を条件とする歴史的な「生産性交渉」協定
の西部の港湾労使による締結 (1960年），⑧粗鋼産業とuswによる 1:ューマン・リ
レーション研究委員会の設置 (1960年），⑨年間生産性係数および合同協議をふくむ
利潤分配・企業成長果実の配分基金のアメリカン・モークーズと UAWとによる設
置 (1961年），があげられる (ibid.,p. 259)。
147) Dulles, op. cit., p, 389. ・ ダレスの1950年代についての見方は，全体としての豊かな
社会の恩恵による組合関心の低下，ブルー・カラー労働力の相対的減少による組合組
織率の低下， 技術革新とオートメーションによる失業の不安， 州レベルにおける
.AFL-CIOの組織的不安定，政治活動の不成功（クフト ・ハートレー法撤廃の失敗と
ランドラム・グリフィン法の成立），腐敗問題による厳しい対組合世論のごとき諸事
実のしめすように，組織労働者の立場は「高度に攻撃を受けやすい」状態にあったと
いうにある (ibid.(ChapterXX "Disappointed Hopes")。なお .AFL-CIOの成立
後数年間の動きを論じたさいのレイバックの見方も基本的にダレスとかわらない
(Rayback, op. cit., pp. 427~434)。
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